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Ⅰ　巻　頭　言





　大学は，優れた人材の育成や「知」の創出を通して，公共に貢献するこ
とを求められる組織であり，社会から隔絶されていては存続することはで
きません。産学官連携活動は大学がその教育・研究活動の成果を公共に役立たせるための活動であ
り，福井大学が公共に対してこれまで以上の重要な貢献を果たすには，産学官連携活動の一層の活
性化が求められます。
　福井大学の産学官連携活動は旧福井大学，旧福井医科大学の時代から続く長い歴史を持っていま
すが，その活動をより一層推進するために，両大学が統合し，国立大学法人化した後の平成19年
に「産学官連携本部」を設置し，関係する部署を統合して，全学的に産学官連携活動を推進する体
制を整えました。
　福井大学の産学官連携活動は，福井大学産学官連携本部協力会に参加頂いている200社余りもの
企業を中心に，多くの企業や県，国の支援を頂き，ここまで順調に歩んでくることが出来ました。
平成23年度から実施している「地域イノベーション戦略支援プログラム ―ふくいスマートエネル
ギーデバイス開発地域―」事業は，まさに，福井大学が福井県，地元企業と共に培ってきた産学官
連携活動の実績が認められて実現に至った取り組みであります。平成24年度からは新たにURA（ユ
ニバーシティーリサーチアドミニストレーション）オフィスを設置し，これまでの産学官連携本部
の活動と併せ，「入口から出口までを見据えた産学官連携活動」を推進しています。
　また，福井大学の産学官連携活動は，産学官が連携して企業や社会のニーズに添った研究を展開
することは勿論ですが，社会が求める人材を，OJT等を含めた産学官が連携して実施する教育を
通して育成することを，もう一方の重要な柱としているところに特徴があります。学部学生，大学
院学生，ポスドクと，それぞれのレベルの学生や研究者に産学官連携により充実したキャリアパス
を準備し，次代を担う人材を育成しています。
　福井大学は産学官連携活動を更に深化させ，「知」の拠点として，世界規模の問題に対応できる
グローバル人材の養成と優れた研究成果の創出に務める一方，地域にしっかりと軸足を据え，地域
と協働して「福井」の存在を顕在化できるよう，一層の努力をしたいと考えています。是非，福井
大学の産学官連携活動に対して倍旧のご理解，ご協力，ご支援を賜りますようお願い申し上げます。

産学官連携活動の更なる活性化のために

学　長　眞　弓　光　文
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持続的なイノベーション創出に向けて

産学官連携本部長　米　沢　　　晋

　1960年代を中心に米国ケネディ大統領が「10年以内に月に行く」とい
うシンプルな目標を掲げて推進したのがアポロ計画でした。もちろんその
ために投入された莫大な国家予算が，日常生活や福祉等に関する事業に直接的に投入されなかった
ことを批判することも可能ですが，半導体集積回路やコンピュータ数値制御による機械加工，燃料
電池等の多様な技術群がこのアポロ計画によって生み出され，現在の米国を支えているわけですか
ら，国がリーダーシップをとって実現した見事なイノベーション戦略の例と言えるのではないで
しょうか。また，2万以上の大学や企業が参画していたとされていることから，こうしたイノベー
ションの創出，事業推進には産学官の連携が不可欠であることがわかります。
　翻って現在，地域が共有できるイノベーション創出を望む声が高まっていますが，その実現のた
めには多様な地域リソースの結集，融合を可能とする目標と，その達成に責任を持つリーダーシッ
プが必要となります。福井地域ではこれまでに，文部科学省や科学技術振興機構が主導してきた産
学官連携促進事業や地域活性化事業等を通じて金属光造形複合加工機をはじめとする地域イノベー
ションの成功事例を得てきました。これにより，相互の信頼に基づく人的ネットワークや研究開発
プラットフォームづくりが格段に進み，地域における産学官連携に関するポテンシャルを高めてき
たところです。私ども福井大学におきましてもその流れの中，平成23年度から進めております「地
域イノベーション戦略支援プログラム（ふくいスマートエネルギーデバイス開発地域）」がその成
果を「魅せる」段階に入ったことに加え，より幅広い成果展開を目指すスーパークラスター事業へ
の参画が決定したことを受け，一つ屋根の下での共同研究をスムーズに実施できるよう支援体制を
強化してきました。また，大学の機器設備をオープン利用に供し，地域と共同したR＆Dの実施を
目指したファシリティを整備，地域の多様な方々と技術に関するより実際的な議論を行える仕組み
作りを進め，平成26年度から運用を開始しております。こうした活動は，特定分野に関連する研
究の高度化，リソースの集積に大いに貢献してきましたが，持続的で広がりのあるイノベーション
創出を実現していくためには，まだ不足している部分があることも認識しております。特に共有で
きる目標の設定については不十分と感じており，例えば10年後の青写真を産学官の立場を超えて
一緒にイメージするための工夫などを凝らしていくことが必要と感じております。幸い本学では産
学官連携本部協力会を中心に，地域の経営者や研究管理者の方々と直接お話をさせていただける体
制をとっていただいております。ワークショップやプロジェクト立案をはじめ，対話を促進できる
様々な機会を設け，地域の未来のために挑戦できるおもしろいテーマづくりを行い，アクションに
結び付けていきたいと考えております。
　ケネディ大統領はアポロ計画をして「我々のもつ行動力や技術の最善といえるものを集結しそれが
どれほどのものかを知るのに役立つ」と評し，「この挑戦は先延ばしにすることを望まないものだ」と
語っています。規模は別としても，地域イノベーションに向かう産学官連携活動は，まさに今この志
をもって臨むべきなのだろうと感じているところです。皆様の積極的な関与を心よりお願いいたします。
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Ⅱ　運営体制





１．組織図
　産学官連携とは，産・学・官が協力して研究･開発を進め，産業の活性化を図る活動で，産業界
のノウハウを研究に反映させ，より実践的な研究にしていく活動である。
　福井大学産学官連携本部は，学内外の要請に即応して産学官連携に関わる業務を迅速に実行する
主体的でかつ戦略的に一貫性を持った組織として設置された。
　「リエゾン・プロジェクト支援部」，「起業支援部」，「計測・技術支援部」，「知的財産部」の4つ
の部門で構成され，「知の融合」，「人の交流」を基本とする産学官連携活動を通して，本学におけ
る研究教育現場の活性化，知的創造サイクルの加速及び拡大，得られた識見やノウハウを実践的手
法として教育現場での活用，イノベーション資質及び実践的感覚を持った人材の育成の支援を目的
として活動している。加えて平成25年度からは，大学における戦略的な研究推進のために開設した，
ユニバーシティリサーチアドミニストレーションオフィス（URAオフィス）との協働体制の整備
を進めながら，以下のような活動を積極的に行っている。

　①　産業界向けの公報：大学の研究を企業などに積極的に公開
　②　知的財産管理：大学の持つ特許などの適切な管理･運用
　③　研究プロジェクトの創出：民間企業や公的な試験･研究機関との開発･研究を支援
　④　起業教育・支援･教員・学生の起業マインドの育成や研究支援
　⑤　	試作開発事業：大学の研究をベースにした試作開発やそのマーケティングなどを通じた教育

活動
　⑥　機器提供：大学の持つ計測・分析機器などを学内外に提供
　⑦　技術相談：学内外からの技術相談に対応

　産学官連携本部協力会は，
産学官連携本部を支援し，
産学官の交流の場を広げ，
県内企業・産業の活性化と
技術の高度化に関する支援
と推進，講習会・セミナー
等による技術者の教育・育
成などの事業を行うことを
目的としている。また，協
力会はその事業に賛同する
法人又は，団体等の会員を
もって組織するとされ，福
井経済同友会内に事務局を
置いている。
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２．産学官連携本部協力会会員一覧（平成₂₆年₅月₁日現在）

アイシン・エィ・ダブリュ工業株式会社
アイチ情報システム株式会社
アイテック株式会社
赤松特許事務所
揚原織物工業株式会社
株式会社アサヒオプティカル
アサヒテクノフォート株式会社
芦森工業株式会社
株式会社アタゴ
安積濾紙株式会社
株式会社アポロ科学研究所
株式会社石川技研
井上商事株式会社
株式会社イワシタ
植田工業株式会社
株式会社ウォンツ
有限会社ウチダプラスチック
宇野酸素株式会社
ウラセ株式会社
株式会社エイ・ダブリュ・エンジニアリング
株式会社エイチアンドエフ
株式会社永和システムマネジメント
株式会社エクシート
株式会社NHVコーポレーション
株式会社エヌエム
株式会社江沼チヱン製作所
株式会社FDKエンジニアリング
江守商事株式会社
大藤鉄工株式会社
オリオン電機株式会社
株式会社カズマ
株式会社カツクラ
株式会社加藤八
株式会社カモコン
株式会社カワカミパワーシステム
川研ファインケミカル株式会社
川崎特許事務所
株式会社KANZACC
カンボウプラス株式会社
株式会社北川
木下鉄工株式会社
キヤノンファインテック株式会社
ギャレックス株式会社
株式会社共栄データセンター
京三電機株式会社
株式会社共和製作所
協和テキスタイル株式会社
清川メッキ工業株式会社
倉茂電工株式会社
株式会社クラレ
呉羽テック株式会社
株式会社グローケミカル

ケイ・エス・ティ・ワールド株式会社
京福コンサルタント株式会社
KBセーレン株式会社
有限会社ケミカマテリア研究所
公益財団法人ふくい産業支援センター
有限会社幸伸食品
株式会社神戸工業試験場
株式会社コバード
小林化工株式会社
小松精練株式会社
小松電子株式会社
小森商事株式会社
サカイオーベックス株式会社
酒井化学工業株式会社
サカセ化学工業株式会社
株式会社サクセス化成
株式会社佐々木合成
鯖江商工会議所
サンエー電機株式会社
株式会社サンルックス
株式会社サンワコン
有限会社シーオーツーテクノ
JNC株式会社
株式会社ジェイデバイスセミコンダクタ
株式会社漆琳堂
株式会社下村漆器店
ジャパンポリマーク株式会社
株式会社シャルマン
株式会社ジャロック
株式会社商工組合中央金庫
株式会社白崎コーポレーション
信越化学工業株式会社
株式会社SHINDO
セーレン株式会社
株式会社そうぎょう
株式会社ソディック
株式会社ダイエイ
大喜株式会社
大電産業株式会社
高島内外国特許事務所
株式会社武田機械
株式会社タケダレース
武生商工会議所
武生特殊鋼材株式会社
株式会社田中化学研究所
株式会社ダナックス
中央測量設計株式会社
敦賀商工会議所
敦賀セメント株式会社
株式会社帝国コンサルタント
テックワン株式会社
東工シャッター株式会社
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東洋染工株式会社
東洋紡株式会社
トーシンテック株式会社
戸川特許事務所
株式会社TOP
轟産業株式会社
豊田工業株式会社
株式会社ナ・デックス
株式会社ナ・デックスプロダクツ
株式会社ナカテック
中村硝子製作所
ナック・ケイ・エス株式会社
西日本電信電話株式会社
株式会社西村金属
株式会社西村合金工業所
日華化学株式会社
日信化学工業株式会社
日東シンコー株式会社
日本毛織株式会社研究開発センター
株式会社日本エー・エム・シー
株式会社日本化学工業所
独立行政法人日本原子力研究開発機構
日本システムバンク株式会社
日本通信特機株式会社
日本電産テクノモータ株式会社
日本バイリーン株式会社
株式会社ネスティ
株式会社ノサカテック
能登印刷株式会社
株式会社ハーモニ産業
畑製紙株式会社
パナソニック株式会社オートモーティブ＆インダストリアルシステムズ社回路部品事業部
花山工業株式会社
日立ビークルエナジー株式会社
日野電子株式会社
福井環境事業株式会社
福井キヤノン事務機株式会社
株式会社福井銀行
福井経済同友会
福井システムズ株式会社
福井商工会議所
株式会社福井新聞社
福井信用金庫
福井経編興業株式会社
福井鐵工株式会社
福井鋲螺株式会社
株式会社福井村田製作所
福井めがね工業株式会社
福井山田化学工業株式会社
福伸工業株式会社
株式会社フクタカ
福田金属箔粉工業株式会社
フクビ化学工業株式会社
株式会社福邦銀行
フジイオプチカル株式会社
富士通テン株式会社

株式会社フジックス
株式会社プラントサービス
株式会社プラントテクノス
防衛省自衛隊福井地方協力本部
株式会社ホクコン
株式会社ホクシン
北斗電工株式会社
北陸化成工業株式会社
株式会社北陸環境科学研究所
株式会社北陸銀行
一般財団法人北陸産業活性化センター
北陸通信工業株式会社
北陸電力株式会社
北陸ヒーティング株式会社
株式会社ホソダSHC
株式会社北計工業
株式会社マーモック
前田工繊株式会社
株式会社MAKTcrowning
増田公認会計士事務所
増永眼鏡株式会社
株式会社松浦機械製作所
松原産業株式会社
松文産業株式会社
有限会社松本鉄工所
丸尾カルシウム株式会社
株式会社丸仁
株式会社マルツ電波
丸文通商株式会社
三国観光産業株式会社
株式会社水井
三谷セキサン株式会社
株式会社ミツヤ
株式会社ミルコン
株式会社明光建商
明成化学工業株式会社
株式会社ヤギテック
株式会社八木熊
山金工業株式会社
山惣工業株式会社
山田技研株式会社
ユアサ株式会社
吉岡幸株式会社
ヨシダ工業株式会社
吉田産業株式会社
株式会社米澤物産
隆機工業株式会社
株式会社レーザックス
YKKグループ（YKK株式会社・YKK
AP株式会社）
若狭技研工業株式会社
財団法人若狭湾エネルギー研究センター
株式会社若吉製作所

� 計212社
� （五十音順）
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産学官連携本部協力会

産学官連携本部協力会　研究部会
（平成26年5月1日　現在）

研究部会名 部会長 副部会長

繊維技術 中根　幸治 藤田　敬義（㈱カズマ）

ライフ・バイオ技術 内田　博之 南保　幸男（元㈱日華化学）
櫻井　明彦

光・電子技術 勝山　俊夫 岩堀　一夫（㈱シャルマン）

情報技術 橘　拓至 進藤　哲次（㈱ネスティ）

ロボット技術 浪花　智英 土田　浩規（井上商事㈱）

建築・建設技術 福原　輝幸 小林　志伸（㈱ホクコン）

自動車部品 鞍谷　文保 酒井　幹夫（セーレン㈱）

原子力技術 玉川　洋一 中島　準作（（独）日本原子力研究開発機構）

電池技術WG 米沢　晋 佐々木　肇（アイテック㈱）

表面処理技術WG 清川　肇（清川メッキ工業㈱） 金　在虎
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産学官連携本部長 米沢　　晋 産学官連携本部	教授

産学官連携本部副部長 宮本　　薫 医学部医学科　生命情報医科学講座	教授

産学官連携本部副部長 吉長　重樹 産学官連携本部	准教授

統括副部長 竹本　拓治 産学官連携本部	准教授

リエゾン・プロジェクト
支援部長 川井　昌之 大学院工学研究科　機械工学専攻	准教授

起業支援部長 岡崎　英一 教育地域科学部　地域政策講座	教授

起業支援副部長 中根　幸治 大学院工学研究科　繊維先端工学専攻	准教授

知的財産部長 田上　秀一 大学院工学研究科　繊維先端工学専攻	教授

知的財産副部長 森　　幹男 大学院工学研究科	情報メディア工学専攻	准教授

知的財産副部長 法木　左近 医学部医学科　腫瘍病理学	准教授

計測・技術支援部長 末　信一朗 大学院工学研究科　繊維先端工学専攻	教授

計測・技術支援副部長 吉見　泰治 大学院工学研究科　生物応用化学専攻	准教授

「地域イノベーション戦略支援
プログラム」 長谷川安男 産学官連携本部	特命教授

「地域イノベーション戦略支援
プログラム」 井上　利弘 産学官連携本部	特命教授

「技術移転コーディネータ」 道端　裕行 産学官連携本部	特命教授

「地域イノベーション戦略支援
プログラム」 岡田　敬志 産学官連携本部	特命助教

コーディネータ

青山　文夫 リエゾン・競争的資金

宮川　才治 リエゾン・競争的資金

奥野　信男 リエゾン

非常勤
コーディネータ

加茂　英男 マーケティング

中島　準作 原子力関連技術移転

吉川　隆志 原子力関連技術移転

３．産学官連携本部運営体制

産学官連携本部　支援スタッフ

― 7 ―



産学官連携本部　支援組織
産学官連携室長 山口　光男 研究推進課 課長
産学官連携室長補佐 堂　　祐司 研究推進課 課長補佐

運営委員

井上　博行 教育地域科学部理数教育講座
山田　孝禎 教育地域科学部地域政策講座
岸　　俊行 教育地域科学部附属教育実践総合センター
菊田健一郎 医学部医学科　脳脊髄神経外科学
政田　幹夫 医学部付属病院　薬剤部
葛生　　伸 大学院工学研究科　物理工学専攻
田岡　久雄 大学院工学研究科　電気・電子工学専攻
小林　泰三 大学院工学研究科　建築建設工学専攻
中根　幸治 大学院工学研究科　繊維先端工学専攻
光藤誠太郎 遠赤外領域開発研究センター 基幹研究部門
森　　幹男 大学院工学研究科　情報メディア工学専攻
法木　左近 医学部医学科　腫瘍病理学　
吉見　泰治 大学院工学研究科　生物応用科学専攻
鷲田　　弘 URAオフィス所長
坂本　憲昭 博士人材キャリア開発支援センター
大橋　祐之 地域連携推進主幹

客員教授・准教授
（非常勤講師）

清川　　肇 清川メッキ工業㈱　代表取締役社長
玉木　　洋 福井キヤノン事務機㈱　代表取締役社長
川崎　好昭 川崎特許事務所　所長
赤松　善弘 赤松特許事務所　所長
高原　裕一 ㈱いやさか　代表取締役
南保　　勝 福井県立大学 地域経済研究所　教授
新井潤一郎 ダイキン工業㈱　環境技術研究所主席研究員
桒野　淳一 タイ国タマサート大学東アジア研究所客員教授
安田　　博 産学官連携本部
宮本　重信 地中熱・融雪技術士事務所　代表
山本　暠勇 産学官連携本部
田中　　保 ㈱田中化学研究所　代表取締社長
高島　正之 地域イノベーション戦略支援プログラム
中野孝太郎 地域イノベーション戦略支援プログラム
堀　　照夫 地域イノベーション戦略支援プログラム
松尾　　博 ㈱電源設計　代表取締役
澤崎　敏文 ㈱ふくいコミュニケーションズ　代表取締役
Martinez Nora 地域イノベーション戦略支援プログラム
阿良田吉昭 地域イノベーション戦略支援プログラム
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Ⅲ　平成25年度 活動状況





１．主要活動報告

（1）リエゾン・プロジェクト支援部活動

　リエゾン・プロジェクト支援部は，大学と企業を橋渡しし，共同研究などに結びつけるリエゾン
活動と，様々な産学官連携プロジェクト創出のためのプロジェクト支援活動を行っている。主な活
動は，「大学の研究情報の企業などへの発信」，「産学官連携本部協力会との活動」，「産学官連携プ
ロジェクトの創出を目指した各種助成活動」からなっている。

　「大学の研究情報の企業等への発信」
今年度も，主に北陸圏の企業に対する情報発信の場として，北陸技術交流テクノフェアなど各種
行事に展示者として参加し，また全国の企業向けにはイノベーション・ジャパン2013，JST新技
術説明会などを利用し，教員による研究情報の発信を行った。これらの活動では，研究情報展示
のみならず，随時コーディネータによる技術相談にも応じており，共同研究へのきっかけとなる
重要な機会となっている。

　「産学官連携本部協力会との活動」
福井大学の産学官連携活動の特徴のひとつに，協力会の組織と会員企業との活動がある。今年度
も例年恒例行事として，協力会会員企業による「合同企業説明会」，「FUNTECフォーラム」，「トッ
プ懇談会」を実施した。合同企業説明会は，学内で実施される就職シーズン最初の企業説明会で
あり，会員企業との連携活動のひとつとして定着してきた。FUNTECフォーラムは，協力会企
業が大学教員や文部科学省，経済産業省と接点を持つための交流の場として，またトップ懇談会
は会員企業トップと学長をはじめとした大学トップとの直接対話が実現する数少ない機会として
活用して頂いている。これらの活動では，共同研究創出だけでなく，会員企業と協力した実践的
教育の実現など幅広い対話の機会ともなっている。

　「産学官連携プロジェクトの創出を目指した各種助成活動」
産学官連携プロジェクトの創出を目指し，各種助成活動を実施している。産学官連携本部が実施
する各種助成活動には，実用化研究助成・ILF（インキュベーションラボファクトリ）試作開発
事業助成，FS（フィージビリティ・スタディ）可能性試験助成があり，事業化を目指した各ステー
ジの助成が準備されている。今年度は，実用化研究助成に6件，ILFに7件，FSに11件の採択を
行い，これから各種の学外プロジェクトの採択に向けた活動に移転していく予定である。
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JST新技術説明会

　開 催 日：平成25年8月6日（火）
　会 場：JST東京本部別館ホール（東京・市ヶ谷）
　参 加 者：77名
　（主催）福井大学産学官連携本部，独立行政法人科学技術振興機構（JST）

　産学官連携本部では，例年，独立行政法人科学技術振興機構（JST）との主催による新技術説明
会を開催している。福井大学から産み出された研究成果の産業での活用を促進するために医療・バ
イオ・材料・環境・情報など7分野から8件の新しい技術を厳選し紹介した。この新技術説明会は
東京で開催されるため，都市圏の企業に本学の研究情報を発信し，企業との繋がりを創出する重要
な機会であるため，今後も積極的に情報発信を行っていく予定である。

発　　　表　　　題　　　目 発表者 所属
（分野）

棟梁鋼床版の応答を利用した通行車両軸重算出方法 鈴木　啓悟 工学
（建築土木）

金属導波路を用いたテラヘルツ波の高感度電気光学サンプリング検出 谷　　正彦 工学
（電気電子）

ハミング符号の高速かつ省電力なシンドローム計算 岩田　賢一 工学
（情報通信）

陽子線治療用増感剤，及びそれを用いた陽子線治療法 三好　憲雄 医学
（医療）

緊急被ばく救命処置薬の開発－放射線障害の回復促進－ 松本　英樹 医学
（医療）

Na系融剤の循環機能を備えた鉛ガラスの還元溶融技術 岡田　敬志 工学
（環境）

セルロース系繊維材料を用いた導電性繊維の開発 島田　直樹 工学
（材料）

有害微生物の高感度バイオセンシングシステム 末　信一朗 工学
（バイオ）
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（2）知的財産部活動

　平成25年度は，前年度に引き続き，これまでの福井大学の知的財産活動を振り返り，新たな道
を模索した年であった。
　福井大学では，大学の使命としての教育，研究につづく第3の使命である社会貢献をベースとし
て「知的財産の創造，保護及び活用」を積極的に推進する体制を構築するために，平成16年4月に
知的財産本部を設置した。平成19年11月の組織改革により名称を知的財産部に変更し，産学官連
携本部の中で知的財産の創出支援，保護及び活用に努めている。平成25年度の特許出願，権利状
況については，平成25年度実績一覧を参照して頂きたい。平成26年3月31日現在，特許出願件数，
意匠出願件数，商標出願件数それぞれについて，福井大学の規模としては充分な件数を維持してい
ると考えられる。
　近年の国の財政事情及び大学の財政事情が厳しさを増す中，大学が保有する知的財産の権利化に
ついて厳密化を図る必要が生じてきている。それに加えて国の知的財産戦略が「量から質」への方
針転換することが示され，それに応じた知的財産戦略が求められている。これらのことを受けて平
成22年度より，知的財産部では，新たな知的財産の権利化について審査体制の見直しを行い，知
的財産の審査会を開催し，その際に審査請求の段階で商品化等の活用化の見込みも判断の材料とす
るなどにより，「質」を重視した知的財産の創造及び管理を実施する方向転換を行った。平成25年
度においてもこの方針を踏襲し，関係の先生方の多大なご尽力とご協力により，文京・松岡の両キャ
ンパスで頻繁に知的財産委員会を開催し，より実質的な知財管理を行うことを心がけた。
　福井大学が保有する知的財産の活用を図るために，その公報宣伝活動は重要である。この活動の
一環として，平成25年度では，学外で開催されたイベント等において福井大学の知的財産を積極
的に紹介してきた。本年度は，平成25年8月6日にJST東京別館ホール（東京市ヶ谷）で開催され
た「JST新技術説明会」，平成25年8月29日・30日に東京国際フォーラム（有楽町）で開催された
「イノベーション・ジャパン2013－大学見本市－」などに出展・参加し，福井大学の知的財産を社
会に公報・宣伝した。これらの活動は，本学の知的財産の社会での活用を図る第一歩として貢献し
ていると考えている。
　学内におけるIP人材育成事業についても活動を引き続き展開している。本年度は，北陸地区国
立大学学術研究連携支援事業の一環として，平成25年11月25日に「大学の知的財産を企業に技術
移転するのに大切なこと」という演題で，関西TLO株式会社代表取締役社長　大西晋嗣氏を講師
とする知的財産講演会を行い，本学の教職員・学生に対して知的財産活動を理解する一助になった
と考えている。
　福井県地域の知財活動のプラットフォームである「ふくい知財フォーラム」は，第3回のセミナー
が平成26年3月7日にホテルフジタ福井で開催され，知的財産部も積極的に参加・活動した。今回
は，特許などの知的財産の活用や特許戦略に焦点をあて，3件の講演を行い，ワークショップ「知
財のビジネス活用方法について」を行った。ワークショップでは，参加者がいくつかのグループに
分かれ，与えられた知財関連の例題に対し，その対策について自由討論を行った。若干抽象的な例
題で戸惑う参加者も見受けられたが，どのグループでも活発な議論が展開された。参加者にとって
は，「知的財産とはなんぞや？」ということを考えるよい機会になったのではないかと考える。
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　今後の課題として，まずこれまで権利化された福井大学の知財の活用が急務である。その処方箋
としては，「ふくい知財フォーラム」を基盤とした他機関との連携強化により，より強い「知的財
産の束」を形成するように努力する必要があろう。加えて，本年度着任した技術移転担当の特命教
授を中心として，URAオフィスをはじめとした学内の関係部署との連携により学内の知財の技術
移転や活用を推進することも必要である。また，知的財産活動に関与する教員が相変わらず偏って
いる状況は改善されておらず，今後は，知的財産活動について，学内の若い教職員を中心に広報・
宣伝活動を行い，より多くの方々に知財活動への参加を求めることが必要である。一方では，特許
などの知的財産は，単に対価収入を得るだけでなく，独立行政法人科学技術振興機構（JST）等の
研究プロジェクトへの応募への足がかりになるケースがあり，外部研究資金の獲得にも大きく寄与
している側面もある。今後，大学が保有する知的財産が財政面でどれだけ寄与しているか再考・精
査することが，今後の本学における知的財産活動の活性化に対して必要なことと考える。

イノベーション・ジャパン

　本学の知的財産活動において，イノベーション・ジャパンへの出展は本学保有の知的財産を技術
移転したり活用したりする足がかりとして年々その重要度が増している。本年は，平成25年8月
29日～30日に東京国際フォーラムで開催された。本学からは，ライフサイエンス分野で工学研究
科　櫻井明彦教授の「冬虫夏草による核酸系生理活性物質の生産」（関連出願特許2件），装置デバ
イス分野で遠赤外領域開発研究センター　谷正彦教授の「簡便，高効率なテラヘルツ波の電気光学
サンプリング検出法」（関連出願特許2件）が採択を受け，それぞれ出展を行った。それぞれの出
展に対し，参加者の反応も上々であり，今後の展開が大いに期待される。
　大学の知的財産活動は単に特許を出願し，件数を増やす時代は終わり，出願した特許を如何に技
術移転へ結びつけ，社会へ還元するかが求められている。そのためにも，このイノベーション・ジャ
パンを筆頭とする見本市へ出展し，本学の保有する知的財産をアピールすることはその手始めにな
ると思われる。今後，機会をつくって本学保有の知的財産を広く社会や業界へアピールすることを
継続していくことが，本学所有の知的財産を技術移転や活用という段階へ持って行くために必要な
ことと考える。
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（3）計測・技術支援部活動

　計測・技術支援部では，計測・分析等の支援を通して，地域企業・研究機関と連携し研究開発支
援，人材育成を展開している。
　本年度は，かねてより計画されていたオープンR&Dファシリティの開設が決定されたことが大
きなニュースとして挙げられる。同施設は，文京キャンパス工学系4号館に設置されることになり，
計測・技術支援部の所有する機器は，同施設の計測・分析エリアとして1階部分を占めることにな
る。これにより，計測機器の集中的な配備と管理が可能となり計測サービスとコンサルティング業
務の格段の向上が期待される。一方で，今年度は，前述の工事に伴い，計測・技術支援部の所有す
る機器類についても一時的な移転による分散設置や移転先での仮設置となり，ユーザーには不便を
強いることになった。
　計測・技術支援部で有する機器については，新規ユーザー（主に大学院生）を対象として例年，
機器使用に関する講習会を開催している。本年は，レーザー分光分析室説明会，質量分析計（MS）
利用講習会を開催した。特に質量分析計については，学生などを対象とした初級レベルの講習会と
教職員を対象とした講習会に別けて利用者のニーズに合わせて行った。学生向け講習会では，MS
の概要説明，FAB法での試料作製，測定手順の説明，持参試料での測定，およびデータ解析実習
などを中心に行った。教職員向け講習会では，装置の概要，EI法とFAB法の概要やデータ解析に
加えて分析技術相談も同時に行った。また，顕微ラマン装置，顕微FT-IR装置については，ユーザー
も多いことから，原理からポイントを絞った内容まで複数回にわたって講習会が実施された。これ
らの講習会は，例年，数回程度開催されているが，今年度は合計14回も開催された。これらの装
置の維持管理を行いながら，数多くの講習会を開催して頂いた担当教員，技術員にはこの場を借り
て御礼申し上げる次第である。

　また，機器の仮移設に伴い，今年度も，昨
年と同様に各機器についての維持管理の効率
化を目的として保有する機器の使用・管理状
況を考慮し，機器の管理換や廃棄を進め，平
成26年度からのオープンR&Dファシリティ
の開設に備えた。

　本年度内の新たな機器，装置の導入はなさ
れなかったが，平成24年度補正予算により
導入決定された多原子環境複合分析システム
（NMR）について機種選定が行われ，日本電子製JNM－ECA500，JNM－ECA600の採用を決定
した。オープンR&Dファシリティでの供用は平成26年度初頭となる見込みであるが，NMR分析
については，これまで以上の高度な分析・解析が提供されることになる。
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産学官連携本部に整備されている分析機器について

　平成25年度には，特に新しい分析機器等の導入はなく，
現有機器の仮設移転と保守整備につとめた。また，現有の
機器については，特に新しいものとしては，一昨年度導入
された電界放射型走査電子顕微鏡をベースにした極微小
特殊成分分析装置，顕微フーリエ変換赤外分光装置であ
り，学内教員をはじめ協力会企業の研究者から積極的に活
用されている。同じく一昨年度導入された同時5軸制御の
小型マシニングセンタおよびそのシミュレーション用ソフ
トウェアについては，インキュベーションラボファクトリ
（ILF）試作開発事業や創業型実践大学院工学教育プログ
ラムの「製品・サービスの試作及び試販売」の実習に用い
られている。また，3Dプリンターの使用実績も増加して
きており，消耗品となるポリマー剤については，H26年度
より受益者負担として運営していくことになった。
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（4）起業支援部活動

　平成25年度は，全国VBLフォーラムを福井大学で行ったことから，大会の準備や実行をはじめ，
起業教育活動その他についても活発に行った。
　学生および教職員のベンチャーマインド醸成と喚起を目的に，学部生，大学院生向けの講義を実
施するとともに，教職員，学生向けの各種講演会，講習会を開催し，起業に関わる情報の提供に努
めた。大学院工学研究科博士前期課程学生を対象とした創業型実践大学院工学教育プログラムでは
技術経営の実践に即した人材育成を，ポストドクター，大学院工学研究科博士後期課程学生を対象
とした「産業現場に即応する実践道場」の中でも実践に即した人材の育成を図った。その結果，県
内外で行われたビジネスプランコンテスト，アイデアプランコンテストでは本学から今年度も最終
審査に残った案件が複数存在し，高い成果を挙げている。

（福井発！ビジネスプランコンテスト2013における本学関係者の成果）
発表タイトル・氏名（所属等）

友達以上，大人未満の為の遠足コンパ
山内 柊人／福井大学工学部 コミュニティサポート賞

福井駅前の空きテナントを利用したランナーの休憩所
土本 悟史／福井大学教育地域科学部 ソーシャルアントレ賞

室内向け太陽電池の発電量予測アプリケーションの開発
坂本 仁／福井大学博士人材キャリア開発支援センター研究員 エコイノベーション賞

アルコール代謝検査システム
木下 史也／福井大学大学院工学研究科

準グランプリ，会場賞，福井銀
行賞，フューチャーベンチャー
キャピタル賞，ヘルスクリエート賞

行福で健康になろう！
埜本 慶太郎／福井大学博士人材キャリア開発支援センター研究員

益茂証券賞，ライフイノベー
ション賞

先進医療による新たなメディカルツーリズム
松浦 康之／前福井大学産学官連携本部研究員

準グランプリ，福邦銀行賞，
グローバルビジネス賞

（“テクノ愛2013”コンテストにおける本学関係者の成果）
発表タイトル・氏名（所属等）

配置非常用持ち出し袋サービス
東 優希／福井大学教育地域科学部 優秀賞

磁力を利用したアイデア通線ツール
赤尾 拓哉・寺崎 寛章／福井大学大学院工学研究科 奨励賞

立てルンです
魚住 洋佑／福井大学大学院工学研究科 奨励賞

キッチンナイフシャープニャー
天野 直／福井大学工学部 奨励賞

越前和紙ネクタイ 
山田 忠明／福井大学工学部 奨励賞

　研究機関研究員については，新たに1名の採用と研究支援を行った。専任教員が中心となり3名
の研究員が参画している福井大学政策科学研究会では「福井地域の女性キャリアの向上と啓蒙に関
する事業」を行い，その成果として一般的なキャリアデザインノートとは一線を画した「男子にも
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読んでほしい，ふくい女子のためのキャリアデザインノート」を作成するなど，地域貢献活動にも
積極的に関与している。
　起業支援では，テラヘルツ時間領域分光装置・光学部品やテラヘルツ分光計測に関するカスタム
メイド製品を手掛ける株式会社アイスペック・インスツルメンツが福井大学発ベンチャーとして誕
生した。本年度もその他，教職員と学生の双方から複数の起業相談が寄せられ，起業支援部長，専
任教員が中心となり，その相談に応じている。

（福井大学発ベンチャー一覧，平成26年3月31日現在）

会社名 設立

有限会社　
シーオーツーテクノ

・超臨界応用技術の活用　・産学共同研究コーディネート
・繊維関連技術の技術コンサルタント業務

平成17年
12月15日

有限会社　
福井ウルテック

・玩具および分子模型等教育用教材の開発，販売
・インテリア小物の製造販売

平成17年
12月20日

有限会社　
ファイバーアイ

・医工融合技術商品の開発，販売
・光ファイバーセンサー及び耐放射線デバイス開発，販売
・デジタル画像処理システム開発・プログラム制作
・マルチメディアコンテンツ・サービスの開発，販売
・ITイベントの企画及びコンサルタント請負

平成18年
  3月24日

株式会社　苗屋
・種苗の生産及び販売　・農園の経営及び農作品の生産・加工・販売
・農業サービス業　・造園工事の企画，施工，請負，監理
・マイクロフローラの生産，販売
・上記各号に付帯関連する一切の業務

平成18年
  2月  8日

合同会社　
FUNIS-TECH

・半導体製造技術に関するコンサルタント
・半導体製造に関する技術提供
・半導体製造技術に関する技術請負　・半導体の製造販売

平成18年
  7月24日

株式会社　身のこなし
ラボラトリー

アンチエイジングの視点に立った
1）各種運動処方の開発と実践指導
2）トレーニングジムに対するコンサルティング
3）各職場における作業動作，姿勢の調査と改善提案

平成18年
10月24日

イマトロニクス　
株式会社

・パノラマ関連ソフトウエアの製作販売
・パノラマ画像の処理，標準方式及びパノラマ
・�方式映像会議，マルチメディアコンテンツオーサリング・管理，ユー
ザーインターフェイス生成・管理等のソフトウェア提供

平成19年
  2月  2日

ファルマコーム　
合同会社

・新薬，モデル実験動物，DNA等の作成・販売
・実験機器及び実験システムの製作・販売・アフターフォロー
・医学生物学領域に関するソフトウェアの制作・販売
・医学医療情報及び文献調査，収集，検証ならびに翻訳

平成19年
  7月25日

株式会社　
ジャイロテック

・高出力安定化テラヘルツ光源・ジャイロトロンの開発・制作・販売
・ジャイロトロン周辺機器の制作・販売
・高出力テラヘルツ応用技術の開発
・テラヘルツ技術に関するコンサルト業務

平成19年
  7月31日

株式会社　
快適生活総合研究所

・バリアフリー用具の開発　・日常生活用具の開発・販売
・スポーツ用具の開発・製造販売
・生活用具の快適性の評価システムの開発・販売
・ユニバーサルデザインに関する企画提案・商品開発

平成20年
  3月  6日

合同会社　Mikon
・口笛検定システムの企画，開発及び管理運営
・口笛奏法練習用の開発及び販売
・骨伝導を利用した関連商品の開発及び販売
・イベントの企画及び運営

平成20年
10月  1日

株式会社　
アイスペック・
インスツルメンツ

・テラヘルツ時間領域分光装置　・テラヘルツ光学部品
・テラヘルツ波発生・検出素子　・低温成長GaAs（LT-GaAs）基板
・その他テラヘルツ分光計測に関するカスタムメイド製品
・テラヘルツ分光装置の設計，計測手法に関する技術相談

平成25年
  4月  1日
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２．本部・協力会主催，共催，後援等事業

Ⅰ　主催事業

No. 名　　称　　等 実施年月日 内　　　　　　容 支援団体 開催場所

1 ライフ・バイオ部会 H25.4 .25 バイオテクノロジー講演会 バイオ技術応用
研究会

産学官連携本部
3階研修室

2
福井大学新技術説明会
（独）科学技術振興機構
（JST）

H25.8 .6
ライセンス・共同研究可能
な技術を（未公開特許を含
む）発明者自ら発表！

（独）中小企業基盤
整備機構，全国イ
ノベーション推進
機関ネットワーク

（独）科学技術
振興機構JST
ホール（東京・
市ヶ谷）

3 第10回全国VBLフォーラム2013
H25.9 .27
～
H25.9 .28

テーマ：VBLの意義と今後
のあり方
―昨年度から継続課題　教
育・活動と組織の検討―

福井観光コンベン
ションビューロー
福井経済同友会
福井市　他

総合研究棟Ⅰ
13階　大会議
室・多目的会
議室

4
対話型ワークショップ
「地域の活性化とイノ
ベーション」

H25.10.19

「大学等シーズ・ニーズ創
出強化支援事業」
一般の方々，大学関係者，
企業関係者など，多様な参
加者により行われる対話型
ワークショップ

文部科学省
総合研究棟Ⅰ
13階　多目的
会議室

5 平成25年度第1回研究員報告会 H25.11.6 ポスドク研究員による成果
報告会

産学官連携本部
3階研修室

6 知的財産講演会 H25.11.25
北陸地区国立大学学術研究
連携事業
「大学の知的財産を企業に技
術移転するのに大切なこと」

富山大学，金沢
大学，北陸先端
科学技術大学院
大学

産学官連携本部
3階研修室

7 平成25年度アジアビジネスキャンパス
H25.12.13
H25.12.20

地域企業による海外貿易に
関するビジネス実務を学べ
る授業を実施

福井市，ジェト
ロ福井

産学官連携本部
3階研修室

8 福井大学産学官連携本部
協力会合同企業説明会 H25.12.15

参加企業76社による企業説
明会
2015年春就職予定学生を対
象「ビジネスマナー講座」同
時開催

福井大学産学官
連携本部協力会

総合研究棟Ⅰ
13階大会議室

9 第2回地域国際シンポジウム H25.12.19 日本企業の国際化における新たな気づき
総合研究棟Ⅰ
13階　多目的
会議室

10 FUNTECフォーラム H26.1.28 福井大学と産業界との交流会 福井大学産学官
連携本部協力会

総合研究棟Ⅰ
13階大会議室

11 国際ワークショップ H26.2 .7 「タイにおける日本の産業の今後を考える」
タマサート大学
在タイ日本国大
使館

タマサート大
学ランシット
キャンパス東
アジア研究所
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No. 名　　称　　等 実施年月日 内　　　　　　容 支援団体 開催場所

12 技術経営カリキュラム修了認定式 H26.2 .12 平成25年度福井大学技術経営カリキュラム修了式 工学研究科長室

13 第8回自動車部品研究部会 H26.2 .28 2020年省燃費目標に向う自動車業界の課題
福井県自動車部
品製造協会

産学官連携本部
3階研修室

14 第4回ふくい知財フォーラム H26.3 .7

産学官連携を通じて，新たな
価値を生み出すイノベーショ
ンの創出，県内大学や試験
研究機関に於ける研究成果
の企業への技術移転を図る

福井県，（公財）
ふくい産業支援
センター，福井
県立大学

ホテルフジタ
福井天山の間

15 第14回トップ懇談会 H26.3 .10
福井大学と協力会会員企
業，及び関係機関とのトッ
プ懇談会

福井大学産学官
連携本部協力会

総合研究棟Ⅰ
13階大会議室

16 光・電子研究部会（第1回） H26.3 .20
講演題目「最新レーザーの
導入と周辺機器開発への取
り組み」・「ものづくりを変
える3Dプリンター」

（公財）若狭湾エ
ネルギー研究セ
ンター，（公財）
ふくい産業支援
センター

アオッサ6階
研修室603

Ⅱ　共催事業

No. 名　　称　　等 実施年月日 内　　　　　　容 主催団体 開催場所

1 福井大学産学官連携本部　協力会総会 H25.6 .14 平成25年度通常総会
福井パレスホ
テル3階鳳凰
の間

2 CASNIC 2013 H25.10 .11
第 1 回　CAS National and 
International 
Conference 2013

College of 
Asian Scholars

タイ王国コン
ケン

3
（公財）若狭湾エネル
ギー研究センター第
15回研究報告会

H25.10.23 成果報告会
（公財）若狭湾エ
ネルギー研究セ
ンター

総合研究棟Ⅰ
13階大会議室

4
（独）日本原子力研究開
発機構第30回オープ
ンセミナー

H25.12.12
H25.12.13

一般企業並びに原子力技術
研究部会員への情報提供

（独）日本原子力
研究開発機構

敦賀商工会議
所2F
福井商工会議
所2F

5 福井発!ビジネスプランコンテスト2013 H25.12.19 最終選考会
福 井 県 県 民
ホール
（アオッサ8階）

6 繊維工業研究センター研究発表会 H26.3 .3 平成25年度繊維工業研究セ
ンター研究発表会 繊維学会北陸支部 総合研究棟Ⅰ13階会議室

7
事業者向けセミナー
「国の新たな経済対策
説明会」

H26.3 .4
武生エリア限定
県内企業向け国の補助事業
についての説明会及び相談会

㈱福井銀行 武生商工会議所
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Ⅲ　後援

No. 名　　称　　等 実施年月日 内　　　　　　容 主催団体 開催場所

1 福井県経営品質協議会通常総会 H25.5.29 記念講演会 福井県経営品質
協議会

繊協ビル8階
大ホール

2 理科教育フォーラム2013 H25.11.23

福井県内の小・中学校の教師を
主なメンバーとして，組織・運
営し，子供達の新学習指導要領
に即したエネルギー教育に係る
授業プランの開発を目的とする

福井理科教育研
究会

総合研究棟Ⅰ
13階大会議室

3 JOINTフォーラム2013 H25.11.28 福井高専シーズ発表会
福井県工業高等
専門学校地域連
携テクノセンター

サンドーム
福井小ホール

4 ふくいITフォーラム2013
H25.10 .16
～
H25.10 .18

産学官が有するIT関連の最
新システム等の展示・紹介

福井県IT産業
団体連合会

福井県産業会
館　1号館

Ⅳ　その他

No. 名　　称　　等 実施年月日 内　　　　　　容 主催団体 開催場所

1 協力会運営委員会 H25.4 .25 第1回運営委員会 繊協ビル807
号室

2
（独）日本原子力研究開
発機構　第29回オー
プンセミナー

H25.5.30 
H25.5 .31

「技術課題解決促進事業」の
概要と機構の研究課題につ
いてのご紹介

（独）日本原子力
研究開発機構

福井商工会議所
敦賀商工会議所

3
第2回「地域貢献・産
学官連携強化URA研
究会」

H25.7 .29
新たなネットワークを構築
し，共通課題の解決やURA
制度の普及と定着を図るこ
とを目的とする

東京農工大学
福井大学他

総合研究棟Ⅰ
13階大会議室

4
第25回国立大学共同
研究センター専任教員
会議

H25.8 .27
～
H25.8 .28

基調講演，分科会 横浜国立大学 横浜国立大学
教育文化ホール

5
イノベーションジャパ
ン2013
大学見本市＆ビジネス
マッチング

H25.8 .29
～
H25.8 .30 

国内最大規模！産学マッチ
ングの場
500の大学や企業が研究の
成果を発表

JST，NEDO 東京ビックサ
イト

6 フクイ建設技術フェア2013
H25.9 .11 
～
H25.9 .12

83の企業・団体が，最新の
建設技術を紹介

建設技術フェア
実行委員会

福井県産業会館
1号館展示場

7
東海北陸モノづくり
ビジネス・サミット
2013

H25.10 .9

東海・北陸のモノづくり企業と
国内大手・中堅メーカーとの受
発注のマッチング及び技術か
ら産まれる新たなビジネスチャ
ンスのご提供を目的とする

北陸銀行，大垣
共立銀行 ホテル日航金沢
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No. 名　　称　　等 実施年月日 内　　　　　　容 主催団体 開催場所

8 Bio Japan 2013
H25.10 .9
～
H25.10 .11

バイオビジネスにおけるア
ジア最大のパートナリング
イベント！

BioJapan組織委
員会 パシフィコ横浜

9 北陸技術テクノフェア2013
H25.10 .16
～
H25.10 .18

全国からモノづくり企業が
集う北陸最大規模の展示商
談会

技術交流テクノ
フェア実行委員会 福井県産業会館

10 第8回コラボ学長フォーラム H25.10.17
コラボ産学官設立9周年記
念事業
「大学のガバナンスについて」

一般社団法人コ
ラボ産学官

コラボ産学官プ
ラザin TOKYO
2階大ホール

11 協力会運営委員会 H25.10.25 第2回運営委員会 繊協ビル807
号室

12 第9回FITネット商談会 H25.11.6
ビジネスマッチングで新ビ
ジネスへの道がひらく!
「企業」と「企業」が出会うビ
ジネスマッチングの場

福井銀行，北國
銀行
富山第一銀行

富山産業展示
館テクノホー
ル

13
しんきんビジネスフェア
北陸ビジネス街道
2013

H25.11.8

北陸と東海・近畿・信越等
の広域連携による多種多数
の企業出展とPRを行う「産」
のニーズと「学」のシーズの
マッチングを実現

しんきんビジネ
スフェア実行委
員会

石川県産業展
示館　4号館

14 サイエンスアゴラ2013
H25.11.9
～
H25.11.10

科学コミュニケーション実
践の場として，子供から一
般市民や専門家まで，あら
ゆる立場の人たちが参加す
る多彩なイベント

独立行政法人科
学技術振興機構
（JST）

東京・お台場
地域
日本科学未来
館他

15「全国コーディネート活動ネットワーク」
H25.11.20 
～
H25.11.21

平成25年度文部科学省産学
官連携支援事業
「イノベーション創出の更
なる発展と夢の架け橋へ」

文部科学省　
一般財団法人日
本立地センター

金沢大学

16
「ふくい新技術・新工
法展示商談会 in 富士
重工業」

H25.11.21
県内の優れたものづくり技
術や製品を，㈱富士重工業
および関連企業向けに展示
し，提案・紹介する

（公財）ふくい
産業支援セン
ター，福井県

富士重工業㈱
群馬製作所本
工場

17 北陸地域の新産業育成を考えるシンポジウム H25.11.27 北陸の強みの進化・発展と新たな創出に向けて
北陸経済連合会
イノベーション
推進事業部

金沢都ホテル
地下2階セミ
ナーホール

18 サイテク交流会 H26.3 .18

意見・情報交換を行い，研
究開発から事業化までの市
場ニーズを踏まえた効率的
な産学官連携の一助とする
ことを目的とする。

（公財）ふくい産
業支援センター

工業技術セン
ターB206会議
室
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No. 名　　称　　等 実施年月日 内　　　　　　容 主催団体 開催場所

19
（独）日本原子力研究開
発機構
第31回オープンセミナー

H26.3 .18
H26.3 .19

「ものづくり」に役立放射線
利用技術
光を産業へ利用する提案～
新しい制度の試み紹介

（独）日本原子力
研究開発機構

敦賀商工会議所
福井商工会議所

20 JST・NEDO合同説明会 H26.3 .26
JST・NEDOの説明会の組
織概要および公募中，公募
予定の各支援事業を紹介

産学官連携本部
研修室
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（1）合同企業説明会

　開 催 日：平成25年12月15日（日）
　会 場：福井大学総合研究棟Ⅰ　13階大会議室
　参加企業：76社
　参加学生：257名　　総アクセス数：1488件
　　（主催）福井大学産学官連携本部，福井大学産学官連携本部協力会

　産学官連携本部協力会企業による，次年度に大学および大学院を卒業予定の学生を対象とした企
業説明会を開催した。参加学生数は257名で例年とほぼ同程度であるが，企業説明時間を従来より
も長くすることにより，企業・学生ともより深く交流することができた。また，同日，説明会に先
立ち，学生が就職活動を行うために必要なマナーを習得する「ビジネスマナー講座」を開催し，挨
拶や座り方だけでなく，身だしなみや心構えなど，日頃より心がける点を学んだ。平成26年度は，
これまでより就職活動の開始時期が遅くなるため，本合同企業説明会の開催は今年度で最後となる。

参加企業一覧（76社）（敬称略）
アイシン・エィ・ダブリュ工業㈱ アイチ情報システム㈱ ア イ テ ッ ク ㈱ ㈱ ア タ ゴ
井 上 商 事 ㈱ 宇 野 酸 素 ㈱ ㈱エイ・ダブリュ・エンジニアリング ㈱エイチアンドエフ
㈱永和システムマネジメント ㈱FDKエンジニアリング カ ズ マ ㈱ 木 下 鉄 工 ㈱
㈱共栄データセンター 清 川 メ ッ キ 工 業 ㈱ 倉 持 電 工 ㈱ 呉 羽 テ ッ ク ㈱
小 林 化 工 ㈱ 小 松 電 子 ㈱ サカイオーベックス㈱ 酒 井 化 学 工 業 ㈱
㈱ サ ン ワ コ ン ジャパンポリマーク㈱ ㈱ シ ャ ル マ ン ㈱ ジ ャ ロ ッ ク
㈱白崎コーポレーション セ ー レ ン ㈱ ㈱ ソ デ ィ ッ ク 大 電 産 業 ㈱
㈱ 武 田 機 械 ㈱ タ ケ ダ レ ー ス 武 生 特 殊 鋼 材 ㈱ ㈱ 田 中 化 学 研 究 所
敦 賀 セ メ ン ト ㈱ テ ッ ク ワ ン ㈱ 東 工 シ ャ ッ タ ー ㈱ 東 洋 染 工 ㈱
㈱ ナ・ デ ッ ク ス 日 華 化 学 ㈱ 日 信 化 学 工 業 ㈱ 日 東 シ ン コ ー ㈱
日本システムバンク㈱ 日 本 通 信 特 機 ㈱ 日本電産テクノモータ㈱ ㈱ ネ ス テ ィ
日 野 電 子 ㈱ 福井キヤノン事務機㈱ ㈱ 福 井 銀 行 福 井 シ ス テ ム ズ ㈱
㈱ 福 井 新 聞 社 福 井 信 用 金 庫 福 井 鐵 工 ㈱ ㈱ 福 井 村 田 製 作 所
㈱ 福 邦 銀 行 福 井 鋲 螺 ㈱ 福井山田化学工業㈱ 富 士 通 テ ン ㈱
防衛省自衛隊福井地方協力本部 ㈱ ホ ク コ ン ㈱ ホ ク シ ン 北 陸 通 信 工 業 ㈱
北 陸 電 力 ㈱ 前 田 工 繊 ㈱ ㈱ 松 浦 機 械 製 作 所 松 原 産 業 ㈱
㈱ マ ル ツ 電 波 丸 文 通 商 ㈱ 三 谷 セ キ サ ン ㈱ ㈱ ミ ル コ ン
明 成 化 学 工 業 ㈱ ㈱ 八 木 熊 山 金 工 業 ㈱ 山 惣 工 業 ㈱
吉 岡 幸 ㈱ ㈱ レ ー ザ ッ ク ス YKKグループ（YKK㈱・YKKAP㈱） 若 狭 技 研 工 業 ㈱
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（2）FUNTECフォーラム

　開 催 日：平成26年1月28日（火）
　会 　 場：福井大学総合研究棟Ⅰ 13階大会議室
　参 加 者：170名
　　（主催）福井大学
　　（共催）（公財）ふくい産業支援センター・福井経済同友会・福井商工会議所
　　（後援）福井県・福井市

　文部科学省大学等シーズ・ニーズ創出強化支援事業（イノベーション対話促進プログラム）の採
択を受け，本年度のFUNTECフォーラムは第1部をポスター展示型ワークショップとした。
　産学官連携本部がサポートしている13のシーズについてポスターを作成し，解説者をおいて来
場参加者と対話した。提示されたシーズのうち教員が提供する10テーマについては，産学官連携
本部事業により，成果を試作フェーズへ進めたものであり，サンプル提供あるいは試作品の展示が
可能になった。他3テーマについては，博士研究員による研究成果であり，今後多方面への展開が
可能な基本シーズとした。

（議論方法）

　第2部では，日本電産テクノモータ株式会社 代表取締役社長の郷坪氏による特別講演，文部科
学省科学技術・学術政策局産業連携・地域支援課の塚田氏による産学官連携・地域科学技術支援に
ついての説明，経済産業省近畿経済産業局地域経済部の森口氏より関西地域の経済動向及び近畿経
済産業局における施策についての説明が行われた。産学官連携本部協力会企業メンバーを中心とす
る参加者は，産学官連携・地域科学技術支援，地域の経済動向についての理解を深めた。続いて本
学の博士人材キャリア開発支援センターの取り組みの報告も行われ，高度博士人材インターンシッ
プを中心とした今後の産学官連携人材育成の推進にも期待が寄せられた。
　今年度のFUNTECフォーラムにおける工夫は，第1部のポスターセッションである。来場参加
者は通常ポスターセッションで行われるように，直接，あるいは間接的に説明を聞き，質問やコ

図．ポスターと付箋紙貼付スペースのバランス図

来場者が付箋紙を
貼付するスペース 

ポスター
スペース 
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メントをするが，その際に骨子を付箋紙に記述し，ポスターごとに設置した貼り付け領域に残し
た。一般に見えても構わない内容については付箋紙表面に，「以降にコンタクトが欲しい」あるい
は秘密を保持しながら個別コンタクトを希望する場合には付箋紙裏面にその旨と連絡先を記してポ
スターに貼付した。
　通常のポスターセッションでは，個々の質疑が繰り返されることから，発散過程に見られる「のっ
かり」や「連想」といった質問者の言葉に対する発散過程は存在しない。また，口頭でのディスカッ
ションがメインとなることから，のちに時系列での整理や関連付けといった作業を行うことが困難
である。しかし，付箋紙へのコメント記入と貼り付けは，そのまま収束過程のマテリアルとして提
供することが可能であることが特徴となる。
　加えて，ポスターセッションでは説明者が不在，または他の質問者に対応している場合は，その
他の質問者は基本的にはコメントを残すことも議論に参加することも困難である。付箋紙記入・貼
付により，こうした説明者への直接コンタクト以外にもコメントや質問といった発散的コンタクト
過程を並行して実施することができた。
　ポスターワークショップで得た発散的情報はいったん研究者にまとめて還元されるが，研究者は
これを頭に入れた状態で，全体会議の講演や施策説明を聴く。講演内容は地域企業が期待する産学
官連携活動を含む内容に設定し，また施策説明は文部科学省および経済産業省の研究開発補助事業
に関する内容とすることで，研究者が得たコメントや質問類の展開を目指す場合の手掛かりになる
可能性を意識した。

（第1部ワークショップの様子） （第2部講演等の様子）

― 24 ―



（3）ふくい知財フォーラム

　開 催 日：平成26年3月7日（金）　　　会 場：ホテルフジタ福井　3F　天山の間
　参 加 者：72名（企業27名　大学34名　支援機関11名）
　　（主催）福井大学
　　（共催）‌�福井県，福井県立大学，福井工業大学，福井工業高等専門学校　（公財）ふくい産業支

援センター，（公財）若狭湾エネルギー研究センター　（一社）福井県発明協会，福井
大学産学官連携本部協力会

　　（後援）経済産業省近畿経済産業局

　文部科学省大学等シーズ・ニーズ創出強化支援事業（イノベーション対話促進プログラム）の採
択を受け，本年度のふくい知財フォーラムは後半をワークショップ型にする工夫を試みた。産学官
連携を通じてイノベーションの創出を牽引すべく，県内大学や試験研究機関における研究成果の企
業への技術移転の促進を図るための組織「ふくい知財フォーラム」の活動の一環として，第4回「ふ
くい知財フォーラム」セミナーを開催した。
　知財戦略は事業戦略そのものであり，当該戦略の達成のために必要なシーズや特許は何かについ
て学び考える機会とした。
　「特許出願しなければ」と思いながらも，「何のために出願するの？」と疑問をお持ちの方も多い。
今回の講演・ワークショップでは，事業を成功に導いた知財戦略等に触れていただき，参加された
方々の研究・事業等に即した知財戦略とシーズの構築に向けて，何が必要かを考えていただいた。
　講演では，近畿経済産業局　地域経済部の宮本一也室長から，知財ビジネスマッチングマート事
業についてお話いただき，それに対して，どのような知財が活用可能か，など多くの質問が寄せら
れた。また，福井県立大学の生物資源学部の木元久教授からは，大学発の研究成果の事業移転に関
して，細菌毒素の事例をもとに具体的にご説明いただいた。また，東工シャッター建材営業部の北
川章仁部長からは，過去の特許絡みの苦い経験を生かしつつ，特許技術を反映させたアルミ折れ戸
は羽田空港などに採用され，地方企業でも特許技術を研鑽することで大手と競争できる，と語られた。
　また，ワークショップでは，知財戦略は事業戦略そのものであることを，いくつかの特許活用の
事例を交えて説明するとともに，オープン＆クローズ戦略などの大手の知財戦略に県内企業等が巻
き込まれた場合を想定して，いくつか議題を挙げ，その対応策等を議論していただいた。
　最後に，文部科学省　科学技術・学術政策局の鷲崎亮専門官から，今回の内容を大学等のシーズ
活用に是非とも繋げていただきたい等の講評を頂いた。
　参加者からは，「営業と知財の関係が大事だとわかった」
「知財に纏わる経営の考え方の基本が理解できた」等のご意
見を頂く一方で，「もう少し具体的に知りたかった」「時間が
足りなかった」というご意見も頂いた。
　今後は，県内企業の事業戦略・知財戦略と大学等シーズの
連携等について更に強化検討することで，産と技と学の知を
融合した知財活用の高度化と技術移転の頻繁化を目指す。
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（4）福井大学とのトップ懇談会 

　開 催 日：平成26年3月10日（月） 
　会 場：福井大学総合研究棟Ⅰ 13階大会議室 
　出 席 者：企業40名，大学26名，機関等 5名，計71名 

　福井大学産学官連携本部協力会企業のトップの方々と本学真弓学長をはじめ，役員，各部を担当
する教員が集い，今後の福井県下を中心とした産業界と福井大学の産学官連携について意見交換を
行う「トップ懇談会」を開催した。
　今年で第14回目となる同懇談会では，大学のガバナンス強化やイノベーション・エコシステム
の構築を進める中で，産学官連携による共同研究・活動はどうあるべきか，また企業と大学のジョ
イントを個々のものとしてだけではなく，地域としての特徴を出していくためにはどのような戦
略を立てる必要があるのか等，今後の産学官あるいは産学官金連携活動の一層の活性化に向けて，
様々な角度からの議論が行われた。その中では，「幅広い知識・経験を持った工学人材の育成」と「先
端性，専門性の高い領域での研究」の両立，クロスアポイントメント制による企業と大学の人材交
流，「高エネルギーを利用した画像診断」や「少子高齢化をにらんだ地域医療」プロジェクト等を
通じた医工連携への取り組み，地域の知を結集・融合し「何かおもしろいもの」を少し先の将来に
おいて実現しようとする取り組みの重要性等について，様々な意見が示された。
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（5）地域の国際化シンポジウム

2013年度第1回（福井の地域を知る）
　開 催 日：平成25年10月19日（土）
　会 場：福井大学総合研究棟Ⅰ 13階多目的会議室
　参 加 者：40名
　　（主催）福井大学産学官連携本部

2013年度第2回（地域産業と国際化を考える）
　開 催 日：平成25年12月19日（木）
　会 場：福井大学総合研究棟Ⅰ 13階多目的会議室
　参 加 者：43名
　　（主催）福井大学産学官連携本部

2013年度第3回（タイにおける日本産業の国際展開を考える）
　開 催 日：平成26年2月7日（金）
　会 場：タマサート大学東アジア研究所　セミナー室
　参 加 者：65名
　　（主催）福井大学産学官連携本部
　　（共催）タマサート大学東アジア研究所
　　（後援）在タイ日本国大使館，野村総合研究所タイ，㈱福井銀行

　文部科学省大学等シーズ・ニーズ創出強化支援事業（イノベーション対話促進プログラム）の採
択を受け，本年度の地域の国際化シンポジウムは本学で2回，協定校のタマサート大学で1回の計
3回，ワークショップ形式で実施した。
　第1回目は本学の教職員がワークショップ手法を学ぶこと，ならびに福井地域についての理解を
深めることを目的とした。白坂成功 氏 （慶應義塾大学准教授）より，社会における課題解決の方法，
イノベーション創出のアクティビティ等について説明があり，その後石橋金徳 氏（慶應義塾大学
特任助教）より，文部科学省ツールの進め方，ブレインストーミングの方法について説明がなされ
た。それらを受け「福井の発展，充実，発信に寄与する，これまでにない新しい切り口」 をテーマ
としたワークショップが進められた。
　第2回目は，はじめにタイ人大学教員2名ならびにタイ国駐在日本人教員1名の計3名から，後
半のワークショップにつながる話題提供が行われた。タイにおける日本語教育の第一人者である
Tasanee METHAPISIT氏 （タマサート大学准教授）よりタイの大学生がもつ日本企業のイメー
ジを，続いてタイに駐在する桒野淳一 氏（タマサート大学客員教授）よりタイの特徴を，最後に 
Tawat  KHAMTHONGTHIP  氏（Chandrakasem Rajabhat University ビジネス日本語学科長）
よりタイ人から見た日本製品に対するイメージを紹介された。
　その後のワークショップでは，本学教員が全体進行を含むファシリテーターを担当し，ワーク
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ショップを行うに至った社会的背景の説明，ワークショップの進め方等を説明の上，参加者全員が
地域産業と国際化について話し合った。

（第1回目の様子） （第2回目の様子）

　第3回目は，多様性に重点を置き，国内外の一般の方々，大学関係者，企業関係者などによる対
話型のワークショップとした。Somchai Chakhatrakan 氏（タマサート大学前副学長）より同氏が
日本に留学していた時の体験，タイ人との付き合い方について，続いて水野兼悟 氏（野村総合研
究所タイ社長）より変化する在タイ日系企業の事業環境について，最後にPatnaree Srisuphaolarn 
氏（タマサート大学東アジア研究所 副所長）よりタイ人からみた日本，タイ学生視点での日系企
業の活動について話題提供があった。
　その後のワークショップでは，本学教員が全体進行を含むファシリテートを行った。日本の産
業・技術とタイの市場ニーズ・特徴といった2国間関係をテーマとして，異なる発想から斬新なア
イディアを創出した。日本人，タイ人の双方の参加者に対し，日本とタイの経済を中心とした交流
状況，ビジネスの現状を認識する機会となった。

（第3回目の様子）
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３．拠点事業

（1）ふくい産学官共同研究拠点事業（ふくいグリーンイノベーションセンター）

　大学内また隣接地に産学官共同研究拠点を置き一つ屋根の下で迅速な成果展開を行うことを目指
して，平成23年度に共同利用を開始した「ふくい産学官共同研究拠点（ふくいグリーンイノベー
ションセンター）」では，低炭素社会の実現やエネルギー源の多角化（ベストミックス），省エネル
ギー生産技術の開発等，社会的課題の解決に資する新材料や安全技術の開発に産学官が力を合わせ
て取り組み，その成果をもって福井の地に環境・エネルギー貢献産業の育成と定着を図り，地域経
済の活性化に結びつけようとしている。また，技術的なコンサルティングをきっかけとするシーズ・
ニーズのマッチングを進め，次の研究開発プロジェクトの種の創出を試みている。
　これまでに,	「表面精密フッ素化技術を用
いた高信頼性リチウム電池正極材料開発」や
「家庭用固体高分子形燃料電池の高耐食性金
属セパレータの開発」，「次世代パワーデバイ
ス電極材料の開発」，「産業用ピコ秒パルス
レーザを用いた精密微細加工技術の開発」な
どを進め，早期事業化（成功事例の創出）へ
向けた成果を積み上げてきている。加えて，
それらの成果の周辺およびまったく新しい研
究開発テーマを探索し，育成するための活動
も一層力を入れて進めようとしている。設備の運用状況などを常に管理しながらすそ野の広がりを
実現する利用促進を進め，特に県内の研究開発型企業との幅広い連携を進めてきたが，活動に関す
る情報が広まるとともに県外の企業からも利用要求があり，そのコンサルティングから大学あるい
は県内企業との共同研究へとつながっていった例も出てきている。
　拠点内には事業化共同研究を実施するためのエリアと共同利用できる機器分析エリアを構築し,	
厳格なセキュリティ管理の下で運用している。稼働時間の平成25年度実績は平成24年度に引き続
き十分に長いものであり，引き続きJSTからも非常に高い評価を受けている。しかし，単なる普及，
利用者数の増加を望むだけではなく，より詳細で深い解析・議論ができるような高度に専門的な利
用要求についても対応ができるように利用支援プログラムや人材育成の方法を検討，整備していき
たいと考えている。メーカーや技術支援スタッフ等による技術講習会開催はもとより，平成25年
度にはそれに加えてさらに，地域共同研究企業の若手技術者等と一緒になって企業の直面する具体
的な課題について，設備の高度利用により解決を図るスタイルの共同研修活動等も複数のテーマに
ついて実施した。
　平成26年度以降も一層の普及，高度利用促進を図るべく努力を続け，より多くの方々による拠
点活用と活発な情報交換を支援する。

先端機器利用トレーニングの様子
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表　拠点導入設備一覧

精密分析設備 試作開発設備
（クリーンルーム内設置） 試作開発設備

イオンビーム加工・表面分析装置 超短パルスレーザ発振機 微粉末材料フッ素化装置

3次元ナノ組織可視化装置 ビームプロファイラー LIB電極板作製機

ナノ結晶方位可視化装置 レーザー加工用CAD LIB試作設備

昇温脱離ガス質量分析装置 投影露光装置 充放電装置

雰囲気制御高温XRD 現像装置 乾燥空気製造送風装置

顕微ラマン装置 スプレーコーター グローブボックス

蛍光X線装置 めっき装置 隔離安全性試験設備

粉体性能評価装置 CMP装置 燃料電池自動評価装置

電界放射型走査電子顕微鏡* MOCVD装置 燃料電池性能試験装置

顕微FT-IR装置* クリーンドラフト 乾燥保管庫

熱伝導率測定装置* 超純水製造装置 電池評価用恒温槽

光干渉式膜厚計* UV落射顕微鏡** 材料強度試験機（5kN）*

原子吸光測定装置* 卓上型電子顕微鏡** 皮膜密着強度測定具*

ケルビンプローブ顕微鏡* 移動式乾燥空気製造装置*

*地域資金で導入分，**スーパークラスター事業で導入分　　
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（2）地域イノベーション戦略支援事業（ふくいスマートエネルギーデバイス開発地域） 

　平成23年度より福井地域の産学官で取り組
んできた地域イノベーション戦略事業は，3年
度目を終え中間評価を受けたところである。研
究の進展についての評価をいただきつつ，成果
を見える形にして地域一体感のある裾野の広い
展開を期待され，そのための選択と集中がなさ
れるようにとの評価であった。本事業において
は，地域構想「福井経済新戦略」に基づき，新エネ・省エネ関連の「スマートエネルギーデバイス」
にかかる研究開発と人材育成等について産学官金が一体となって取り組むことにより，環境と安全
に配慮した「グリーン＆セーフティーイノベーション」を創出することを目的としている。先に
JST事業で整備された「ふくい産学官共同研究拠点」をキーステーションとして以下の取り組みを
進めてきた。

①地域の戦略の中枢を担う研究者の集積
イノベーションの鍵となるエネルギーデバイス関連の研究者など，地域構想を担う研究者の招聘
と地域の大学等研究機関への集積，戦略実現に向けた研究の重点的推進。

②地域の戦略実現のための人材育成
地域における継続的な人材育成と定着により持続的なイノベーションを実現するための人材育成
プログラムの開発，実施。

③大学等の知のネットワーク構築
地域連携コーディネータの配置と，県内の大学等研究機関におけるコンソーシアム等の知のネッ
トワーク構築，地域における大学・研究機関の技術シーズの発掘や技術シーズの情報収集・整理，
および企業ニーズの調査・マッチング等。

④大学等の設備共用化支援
大学の研究設備・機器等の地域中小企業等への開放，活用促進，環境・エネルギーデバイス開発
関連を中心とした地域の技術シーズの実用化への研究開発を加速するための技術支援スタッフ配
置。

⑤スマートエネルギーデバイス開発支援研究
ふくい地域に特色を有する表面処理とエネルギー関連技術をコアとしたイノベーションシステム
構築推進。「スマートエネルギーデバイス」に関する以下の研究開発。半導体へのフッ素による
ナノ表面修飾，湿式ナノめっき技術による薄膜形成，蓄電池等の制御系に必要な次世代パワーデ
バイスの基幹材料とその加工技術の開発。

図　試作リチウムイオン電池と組電池
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これらに加えて平成25年度にはさらにJSTの「スーパークラスター事業」の中で京都および愛知
のコアクラスターに対するサテライトクラスタ―に採択され，いっそう成果の社会への提供促進を
図ることとなった。

図　�MOCVDで製膜した材料の 
燃料電池応用

図　親水化Siウェハ表面での水の接触角とめっき面

34°
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４．実践教育事業
　産学官連携本部では，大学院工学研究科と共同して，実践的スキルを有する視野の広い人材の育
成を目的とし，平成19年度より博士前期課程向けに「創業型実践大学院工学教育」，平成22年度よ
り博士後期課程向けに「産業現場に即応する実践道場」を実施している。

（1）創業型実践大学院工学教育プログラム（大学院工学研究科副専攻）

　MOT（技術経営）を基盤とした，経営，財務，知的財産，マーケティング，マネジメントなど
の講義と，製品化・企業活動の実践的な経験を積むためのビジネスプランの作成やものづくり（研
究に基づく試作品の製作および試販売），インターンシップなどのコース専用実習で構成されてい
る。受講生には，規定単位取得により「技術経営カリキュラム修了証」を学長名で授与しており，
これまで，総勢209名の修了者を輩出した。
　また，本プログラムの一環として，福井市，ジェトロ福井貿易情報センター（日本貿易振興機構）
との協働により「アジアビジネスキャンパス」を平成19年度から実施している。第5回となる今回
は，平成25年12月13日，20日の2日間にわたり，日華化学株式会社　代表取締役社長　江守康昌氏，
新規育成事業部門　グループ研究センター　センター長　松田光夫氏，化学品部門　繊維事業部　
次長　池端和彦氏を講師に招き，ご講義いただくとともに，海外事業展開についての課題を取り組
んだ。産業現場に即応する実践道場カリキュラムの「地域の国際化とオープンイノベーション」の
合同講義として開講し，研究分野や背景の異なる博士前期課程学生，博士後期課程学生，ポスドク，
社会人がともにディスカッションすることにより，お互いを刺激し合う有意義な講義となった。
　特に，「世はグローバル戦国時代－勝たなければ生き残ることも許されない時代である。強みを
活かし常に挑戦し続けることが重要である」とのお話は，グローバルの第一線で実績をあげる企業
としての説得力あるご講義で，受講生には貴重な経験であった。

（2）産業現場に即応する実践道場の構築

　日本経済復活への期待が高まる中，産業界では自らの技術優位性を維持し，グローバルな競争に
勝ち抜くために，幅広い知識と論理的思考力を持ち，変化するビジネス現場の中で周囲の人達とコ
ミュニケーションをとりながら主体的に課題を解決し，次世代産業を担っていく人材が求められて
いる。本教育プログラムでは産業界の幅広い分野からの課題解決型の実践現場の提供とエキスパー
トの教育参加によって「広い視野を持ち，自ら考え行動していく自律型産業人材の育成」を目指し
ている。受講生は学生と社会人が共に学びあう実践的な講義と実習を通して，起業・革新志向の統
括力や企画・実践力を兼ね備えた自律型産業人材としての素養を身につけていく。
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「技術経営カリキュラム」・「産業現場に即応する実践道場」単位取得者及び修了者実績
（2007～2013）

科目 授業科目
年度

合計
2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

研究科
共通
科目

経営学概論（2011年度~） ― ― ― ― 117 53 60 230

技術経営のすすめ 38 37 44 87 62 29 16 313

マーケティング論（2009~） ― ― 12 44 45 20 19 140

技術系の経営マネジメント基礎（2009~） ― ― 21 21 14 11 6 73

インターンシップ（企業派遣実習） 13 22 15 22 30 12 7 121

ケーススタディ・ビジネスプラン作成 14 23 14 24 23 13 3 114

製品・サービスの試作及び試販売 10 13 20 45 39 5 4 136

専門基
礎科目

知的財産権の基礎知識 2 3 2 0 1 1 0 9

ベンチャービジネス概論 2 2 6 0 1 0 8 19

実践
道場
講義

知的財産 ― 特許コース特論 ― ― ― ― 7 9 9 25

企業戦略概論 ― ― ― ― 8 11 16 35

リーダーシップ論 -決断力・人間力・創造力- ― ― ― ― 11 12 17 40

地域の国際化戦略 ― ― ― ― 12 8 10 30

技術開発のロードマップ ― ― ― ― ― 7 8 15

実践
道場
実習

On the Tutorial Training（OTT） ― ― ― ― 5 2 0 7

産学連携実践インターンシップ ― ― ― ― 2 1 3 6

プロジェクトインキュベーション経験プ
ログラム ― ― ― 2 2 2 0 6

On the Consulting Training（OCT） ― ― ― 1 0 2 0 3

過去
の
科目

ベンチャービジネス実践論（~2008） 10 37 ― ― ― ― ― 47

現代経営学（~2010） 4 0 0 1 ― ― ― 5

マーケティング論（~2008） 5 1 ― ― ― ― ― 6

工学系の経営財務論（~2012） 76 70 55 130 102 12 ― 445

単位取得者数（重複含まず） 76 70 70 150 221 150 118 855

修了者数 22 38 31 51 52 18 2 214
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（3）ポストドクター・インターンシップ推進事業（イマジニア養成キャリア開発プログラム）

①目的と概要
　福井大学では，平成23年に文部科学省の「ポストドクター・インターンシップ推進事業」の採
択を受け，若手研究人材であるポストドクター（PD）のキャリア開発支援を目的とした「イマジ
ニア養成キャリア開発プログラム（CDPIT）」を開始した。イマジニアとは，“Imagine（心に描く）”
と“Engineer（技術者）”を組み合わせた造語で，「夢をかたちにする技術者」を表している。本事
業は博士課程を修了したPDを対象に，3ヶ月のキャリア教育と6ヶ月の長期インターンシップを実
施することにより実践的人材として育成し，企業への就職に結びつけることを目指している。

②特色とキャリア教育の内容
　本プログラムのキャリア教育とインターンシップは地域企業および県外企業と密接に連携して進
めており，研修終了時にポストドクター（PD）の就職を目標としている点が特色である。企業委
員がプログラムの運営に参加するとともに，交流会や面接を通して企業とPDのマッチングを十分
に実施することにより，両者の満足度を高めていくことを目指している。キャリア教育のカリキュ
ラムを下に示す。

講義・演習名 コマ数 備考
イマジニア・ベーシックプログラム 19
ビジネスプレゼンテーション 13+α 工学研究科
国際化戦略とオープンイノベーション 13 産学官連携本部
キャリア・アントレプレナーシップ 10 産学官連携本部
企業研究特別演習 16+α
イマジニア養成特別演習 随時 部局間連携
留学生向け日本語学習 18
実践英語 9
プロセスチェック 10
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③平成25年度の実績
　本プログラムは平成23年度に1名，平
成24年度に9名，平成25年度に15名，合
計25名のポスドク研究員を養成してきた。
25名のうち，就職することができた者が
15名，インターンシップ中が6名，求職中
が4名である。平成25年度の養成開始者数
は単年度の目標を達成することができた。
就職した15名の内訳を右に示す。養成し
たポスドク研究員の多くが民間企業へ就職しており，着実な成果をあげつつある。
　キャリア教育およびインターンシップを通して，ポスドク研究員はアカデミア指向から企業指向
へと意識改革を行うとともに，自律的行動パターンや実践力を身につけている。また，本プログラ
ムに対する教員や企業の認知度も向上し，意識改革も進んでいる。
　実際にインターンシップを引き受けていただいた企業からは，以下のような声が寄せられている。
・�優秀な人材を採用できて，感謝している。
・�知名度の低いベンチャー企業，中小企業にとっ
ては優秀な人材に出会える良い機会である。
・�採用には結びつかなかったが，プログラム自体
は良い。
・�指導教員とコンタクトできる仕組みを考えてほ
しい。

④今後の課題
　今後の課題としては，インターンシップ受け入れ企業の拡充，修了生ネットワークの構築，博士
後期課程学生に対するキャリア支援の強化等が挙げられる。

平成23年度 平成24年度 平成25年度

県内企業 1 2

県外企業 3 4

海外企業 1 1

大学その他 3

合計 1 9 5

平成25年度第2回CDPIT交流会の様子
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（4）ドリームワークスタイルプロジェクト

　平成23年度に経済産業省を中心として企画され，本学をはじめ複数の大学で実施された「ドリー
ムワークスタイルプロジェクト」を，産学官連携本部では教育地域科学部と協力し，平成24年度
以降も継続して実施している。平成25年度も以下の4つの内容を，学生がグループで年始年末の休
暇を挟み約1ヵ月をかけて実施し，社会人基礎力の涵養に努めた。

①�地域の団体や企業の方にご来学頂き，学生がその団体や企業についてのインタビューを行う。
②�学生が自ら団体や企業，関係者にアポイントを取り，より内容を深めたインタビューを通して，
その団体の魅力を見出す。
③冬期休暇を利用し，情報整理，グループ討論を行い，結果のプレゼンテーション案を練る。
④�追加インタビューを含む様々な活動を通して，プレゼンテーションを完成させ，企業・団体の方々
も加えた多人数の前で発表し，講評を受ける。

　実施日時：2013年12月17日（火） ～2014年1月21日（火）　4授業回 
　参加学生：工学部2年生を中心に約100名（16グループ）
　協力企業：�株式会社いやさか，イワイ株式会社，株式会社ウララコミュニケーションズ，	

NPO法人エル・コミュニティ，清川メッキ工業株式会社，有限会社幸伸食品，	
福井商工会議所，有限会社山内スプリング製作所（50音順，敬称略）

　授業補助：産学官連携本部　岡田敬志研究員，越智郁乃研究員，宮井浩志研究員
　実施場所：総合研究棟Ⅲ（工学系1号館）132L

図．学生によるプレゼンテーションの様子（左）と講評を受ける学生の様子（右）

　ドリームワークスタイルプロジェクトは，当初，企業で働くことの魅力を，大学教育の中で学生
自らが実感することを目的としてはじめられた。産学官連携本部では毎年ご協力を頂いている地域
産業界の方々よりご意見をいただきながら，授業内容を充実，発展させている。昨年度までの議論
を経て，今年度は特に以下の点に注目した。

　○�個別の企業や団体の調査を通じ，現代社会の様々な組織形態を知り，代表者の生の声や，企業・
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団体における暗黙知などを知ることで，深さを伴う質的な情報を獲得する能力を養成
　○�従来の自己の主張や研究発表とは異なり，表面化していない企業や団体の魅力を他者へ伝える
ために必要な，正確な情報伝達と明文化，アウトプット能力の育成

　○�就職活動とは根本的に異なる，企業活動に対する多様な価値観，新たな気づきを，グループワー
クを通して得る。

受講した学生は，以下のような反省や感想を述べている。

（反省）
◦�反省点ばかりです。失敗を失敗で終わらせずに，今後に生かせるようにしたい。（工2年）
◦�1ヵ月間という長そうで短い準備期間でした。リハーサルの時に竹本先生からの指導があった
おかげで，よりよくチームでまとまることができました。これからは自分たちでまとまれるよ
うにしていきます。（工1年）
◦�練習発表の際に，非常に厳しい指摘をもらってショックを少し受けたけど，そこから奮起する
ことができ，本番ではいい発表ができました。（工2年）
◦�思っていても言わなければ変わらないのだと思いました。そして勇気を出して言ってみると相
手に伝わるのだと感じることが出来ました。自分のカラを破るいい機会になりました。（教2年）

（感想）
◦�時間のかかることが多く，正直大変でしたが，企業訪問，インタビュー，パワーポイント作り，
発表など大変だったことが，全て自分の力となって身に付いた気がします。（工3年）
◦�コミュニケ―ション能力の必要性，重要性のわかるとても良い授業だった。（教3年）
◦�自分で動くという，他の授業ではないような経験ができてとても良かったと思います。今後と
も続けてほしいと思いました。（教3年）
◦�現場の声を聞いて，如何にホームページに載っていないような生の声を伝えることが重要であ
るかを改めて知った。（工2年）

◦�大学生として，とても素晴らしいイベントだったと思う。（工3年）
◦�普段，全く絡みのない人とグループワークをする機会がないので，自分の更なるコミュニケー
ション能力の向上という点で，すごく良い経験になったと感じる。（教2年）
◦�インターネットや資料だけでは分からないことがたくさんあるということを改めて強く感じた。
（工2年）
◦�このワークショップを通じて自分ができることを精一杯やることの大切さを学べました。（教2年）
◦�インタビューし，熱心に話している話を聞くと，すごく魅力的な会社に感じた。（工1年）

（謝辞）
　受講者の増加に伴い，昨年度の6団体へのインタビュー12チームに対し，今年は8団体16チーム
での実施となり，実施にご協力いただきました団体，企業の皆様方には，お忙しい中，大変お世話
になりました。ありがとうございます。
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５．助成研究一覧

（1）実用化研究助成

知財創出研究
研　究　課　題 提　案　者 所属

原発事故による緊急被ばくに対する救命救急処置薬の加速開発 松本　英樹 医
CO2レーザーLIBS法による高感度Cs元素検出技術の開発 栗原　一嘉 教

知財育成研究
研　究　課　題 提　案　者 所属

エピジェネティクス研究支援のための細胞自動追跡ソフトウエアの実用化 吉田　俊之 工
ナノ粒子と電気化学計測を利用した有害微生物計測技術のシステム化 坂元　博昭 工
高性能二酸化炭素分離高分子膜の開発 橋本　　保 工

復興支援・防災技術開発
研　究　課　題 提　案　者 所属

飽和―不飽和水分・塩移動計算に基づく除塩支援ツールの開発 寺崎　寛章 工

（2）学内フィージビリティ・スタディ（FS）可能性試験助成事業
研　究　課　題 研　究　者 所属

高効率2倍波発生素子の開発 古屋　　岳	 工
トマト栽培の自動化に関する可能性試験 山田　泰弘 工
歩行補助用4点支持杖の試作開発 吉長　重樹 産
強度劣化の予知で災害予防に寄与するプラスティック・フィルムの熱分析法 田中　　穣	 工
導電性ナノファイバーの開発 庄司　英一	 工
空気膜を利用した冬季の橋梁落雪防止装置の試作開発 寺崎　寛章	 工
チタン含有溶液を用いた光電変換用薄膜の製造プロセスの開発 金　　在虎	 工
酵素電池用カソード電極用素子の最適化を目指した超好熱菌由来ラッ
カーゼの機能改変 里村　武範 工

レーザーを用いた高感度分析技術の開発に向けた基礎研究 内村　智博 工
可撓性・強度・導電性に優れた超軽量導電性ナノ繊維マットの開発 島田　直樹 工
親-疎水性を最適化した導電性多孔質膜の開発 植松　英之 工

― 39 ―



（3）インキュベーションラボファクトリ（ILF）試作開発事業採択課題
課　　題　　名 氏　　名 所属

施設園芸温調用のヒートポンプ・BACH融合システム試作開発 永井　二郎 工
胎児の心音データから瞬時心拍RR時間計測装置の試作 荒木　睦大 工
バイパス手術時の血流遮断を不要とする吻合補助クリップと切開ツールの開発 菊田健一郎 医
減塩へしこ製造に用いた糠を有効利用した「へしこカレー」の開発 末　信一朗 工
独居高齢者の見守り支援アプリの開発 山村　　修 医
10cm×10cmイオン交換DSE電極の作製 西海　豊彦 工
表面処理炭素繊維布帛を用いた超軽量複合材料の作製 宮﨑　孝司 工

（表面処理炭素繊維布帛を用いた超軽量複合材料の作製　試作品）
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（4）産学官連携本部　研究機関（博士）研究員研究

課　題　名 塩化焙焼法を応用した廃リチウムイオン二次電池中レアメタルのリサイクル技術

研　究　者 岡田　敬志

　リチウムイオン二次電池（LIB）は，電動自動車用の大容量の二次電池としても導入されて
おり，今後その需要が増加するものと予想される。この中にはレアメタルであるLi, Co, Niが含
まれていることから，使用済みとなって大量に廃棄される廃LiBは有用な金属資源である。廃
LIBを焼却・破砕選別することによってAl, Cu, Fe屑が回収される。残った正極材と負極材の
混合物（廃正負極材）にLi, Co, Niが含まれるが，不純物であるAl, Cu, Fe, Cの微粉末も混入し
ている。Li, Co, Niをリサイクルするためには，不純物を除去した後，Li, Co, Niをそれぞれ分
離しなくてはならない。
　本年度は，廃正負極材に含まれる炭素を燃焼させ，さらにレアメタル（Li, Co, Ni）のみを選
択的に塩化物へと変換する技術（塩化焙焼法）を研究した。本手法によって得られた産物に水
を加えると，水溶性のレアメタル塩化物（LiCl, CoCl2, NiCl2）のみを選択的に液相へ抽出する
ことができる（図1）。

　実際の廃LIBを燃焼・分解して得られた廃正負
極材に対して塩化焙焼処理を行った。焙焼後の廃
正負極材に水を加えると，Li，Coを98%以上抽出
することができた（図2）。不純物であるFe, Cu, Al
の抽出率は9%以下でほとんど液相に移行しない。
Niの抽出率は低い状態となっているが，これを改
善するために現在検討を行っている。

分離
/精製

排水

Li,Co,Niを回収

水抽出

Fe2O3,CuO,Al2O3

焼却＋塩化物化

LiCl,CoCl2,NiCl2
Fe2O3,CuO,Al2O3

CO2

廃正負極材

Li,Co,Ni
Al,Cu,Fe,C

Li+
Co2+
Ni2+

図1　塩化焙焼法による正負極材中レアメタルの回収

図2　産物からのレアメタル抽出
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課　題　名 新たな観光資源の開発にむけて―市民団体の地域活性化活動に関する社会人類
学的アプローチ―　－沖縄と北陸地方を事例に－

研　究　者 越智　郁乃

　平成24年度の福井県の観光客誘致方針では，県外からの観光客を重視し，観光まちなみ整備
による魅力アップ事業によってゲストの満足度向上を図ろうとしている。しかしながら実際の
観光客数の55％が県内観光客であることを考えると，県外観光客向けの観光整備によって必ず
しもゲストが満足するとは限らない。つまり，ゲストだけでなくホスト，つまり福井に生活す
る人々が満足するまちづくりを通じて観光開発を行っていく必要がある。以上を踏まえ，北陸
地域（福井市・新潟市）において，市民団体が行政と協働しながらまちづくり・まちおこしを
進める事例をとりあげる。人類学的な参与観察や聞き取り調査を通じて得た団体の活動や組織
のあり方に関する資料の分析を通じて，足下の地域資源の活用が重要であることを示し，その
地域資源を観光資源に活かす道筋を探る。

■調査対象
（1）‌�新潟市「水と土の芸術祭2012」公募制市民プロジェクト「旧亀田町庁舎を活用した地域プ

ロジェクト」と運営母体である福祉NPO「ボランティア亀田」の活動
（2）‌�福井市「まちづくりセンター　ふく＋」と運営母体であるNPO「きちづくり福井会社」の

活動
■考察：地域資源の見直しとその利活用に向けて
　今回調査対象としたまちおこし・まちづくりNPOに共通するのは，①会社員や自営業，主婦
に至るまで幅広い人材から構成されるコミュニティであること，②駅周辺商店街の空き店舗な
どを拠点にして地域に密着したイベントを地域住民が協働しながら行っていることである。つ
まり，地域住民と行政の間を取り持つ中間組織的な団体が，豊富な地域人材と都市鉱山的な施
設という地域資源を利活用しながら，従来行政がトップダウン型で行ってきた公共事業や再開
発に代ってまちづくり・まちおこしをコーディネートしているのである。このような新しい「公
共」のあり方を踏まえ，それが「まちの外」からも人を呼び込める資源にするにはどのような
アクションが必要かということについて，今後も調査・研究を継続していく。

調査・考察の詳細は　越智郁乃（2014）「芸術作品を通じた人のつながりの構築と地域活性化の可能性―新潟
市における芸術祭と住民活動を事例に―」『アジア社会文化研究』15号　に掲載されています

ホスト・ゲスト両者が

満足する観光開発 

住民による住民のための

まちづくり・まちおこし

← ここに注目！！ 

研究者が参加・協働しなが

らアプローチする研究 

相互連関 
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６．その他事業

（1）ペルー国サンマルコス大学との協定締結

　これまでに地域産業界と本学関係者が合同でペルー国へ訪問，鉱産資源に関する精密分析技術や
工学の基礎教育などについて意見交換し協力関係の構築を進めてきたが，平成25年1月にペルーの
エラルド・エスカラ駐日特命全権大使によるグローバルセミナー「ペルーと日本を結ぶ経済交流」
が本学で開催されたこともあわせて契機となり，ペルー国立サンマルコス大学と福井大学産学官連
携本部の間で，研究と教育面の双方において更なる相互交流を深めていくことを目的とした部局間
協定（MOU）を締結した。様々な情報交換や人材交流の多様化を経て，今後さらに両者の関係を
深め，交流を活発にしていく礎となることが期待される。
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（2）日中大学フェア＆フォーラム in CHINA 2014への参加

　平成25年3月18日より3月24日にかけて，中華人民共和国の北京市ならびに浙江市，上海市等
にてJST主催の日中大学フェア&フォーラムが開催された。フェアでは，各大学の研究開発や産学
連携の成果展示とともに，中国教育部留学服務中心主催の中国国際教育巡回展と同じ会場であるこ
とを活かした世界各国との大学間交流が行われ，また，フォーラムではノーベル化学賞受賞者であ
る根岸英一米国パデュー大学教授の講演を含め日中における産学連携の現状と課題をテーマに，国
際産学連携によるイノベーション創出の仕組み，人材育成についての情報交換や相互理解促進が行
われ，今後の協調，発展を模索した。各会場では本学卒業生の本学ブースへの来場があった他，留
学希望者から現地企業勤務者，政府関係者まで多様な立場の方々と今後の国際交流に関する話し合
いを行った。また浙江大学のインキュベーション施設や国際展開する地場産業の視察も行い，国際
産学連携に関する情報を収集した。
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（3）グローバル産業人材育成プログラムの構築調査

　産学官連携本部では，平成23年度よりグローバル産業人材育成プログラムの構築をめざし，タ
イ国バンコクへの派遣調査を実施してきている。産学官連携本部が取り組んできた次世代を担う産
業人材育成，すなわち創業型実践大学院工学教育による人材育成や産業現場に即応する実践道場の
構築等をさらに進化させるべく，本学の博士研究員や学生，教員により，国際展開力をもつ人材の
育成をテーマに現地の日系現地企業や公的機関，現地ローカル企業，大学等教育機関に対して社会
調査を行うものである。
　平成23年度，24年度の結果を踏まえ，平成25年度の企画会議では次の点の試行がポイントとし
て挙げられた。
◦�訪問先，日程，アポイントなど，全てを引率教員が行うのではなく，調査テーマ，調査の目的，
方針，滞在地を指定した上で，調査団員が能動的な調査を行うこと。
◦�産業現場，企業視察に加え，可能であれば短期であっても大学院生には企業インターンシップを
提供すること。
◦�将来のキャリアや研究に繋がるような調査意識をもった調査団員の選考。
◦�2年目は都市部に限らず，地方への訪問も実施したことにより，日本とは異なる地域格差を確認
した。3年目は都市部と地方の双方に滞在し，可能であれば地方の大学との交流も視野に入れた
プログラムを構築すること。

　以上を踏まえ，平成25年度の調査団員の選考では，異なる世代からの視点に加え，目的指向で
の選抜とした。調査プログラムの内容は過去2年とは異なり，教員による詳細な設定を避け，調査
団員の自主性を尊重した。全体として，平成23年度は海外大学の中での滞在を通じてFS的にテー
マ調査を，平成24年度は現地大学における授業と地方都市の産業等視察を通じて調査を行ったこ
とに対し，平成25年度は地方を含めた現地大学との関わりと，地方都市にも滞在の上で現地産業
等の視察，現地での企業インターンシップを通じて調査を行うこととした。
　調査団員の構成と調査テーマの設定については，「海外展開型産業人材育成プログラムの構築提
案」としたが，現状，確立された標準となる同プログラムが存在しない。その点を踏まえ，「これ
が正しい」「こうあるべきである」「これは間違っている」という先入観をもたず，事前調査と現地
体験を通じてレポートを作成するように指示をした。
　各調査団員の個別のテーマは次の通りである。
１．グローバル対応力に関する考察
　　（現地大学生との交流，海外経験などを中心に育成されるというのが一般的）
２．産業対応力に関する考察
　　（企業視察，インターンシップなどを中心に育成されるというのが一般的）
３．ボーダーレス社会における能動スキルに関する考察
　　�（前に踏み出す力（主体性，働きかけ力，実行力），主体性・積極性，チャレンジ精神，協
調性・柔軟性，責任感・使命感など）

４．ボーダーレス社会における自己のあり方に関する考察
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　　�（チームで働く力（発信力，傾聴力，柔軟性，状況把握力，規律性，ストレスコントロー
ル力），異文化に対する理解と日本人としてのアイデンティティ）

５．ボーダーレス社会に必要な学習スキルに関する考察
　　（考え抜く力（課題発見力，計画力，創造力），語学力・コミュニケーション能力）

　これらは文部科学省のグローバル対応力と経済産業省の社会人基礎力の養成の方針に沿ったもの
である。

（3年目のプログラム構築調査の概要）

内容

対象 福井大学　大学院工学研究科生・博士研究員

目的 海外展開型産業人材育成プログラムの構築提案

期間 12日間（2013年8月14日～8月25日）

日程
事前オリエンテーション（3日：出発前）→6/25，7/29，8/8
出発→8/14　帰国→8/25
現地調査（10日間：バンコク，コンケーン，シラチャ）→8/15～8/24（10泊）
事後研修→年度内発表の機会　レポート提出→9月末日

（調査体制） （調査テーマ）

（謝辞）
　本視察調査実施について，3年目も全面的にサポートをしてくださったタイ国立タマサート大学
東アジア研究所の皆様，そしてコンケーンでの企業訪問からラオス視察に至るまでお世話いただき
ましたカレッジオブアジアンスカラーズの皆様，日本国に親会社をもつ現地法人の担当者の方々，
各視察先の多くの方々に，心より感謝しここに記します。
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Ⅳ　平成25年度 共同・受託研究一覧





１．外部資金受入額

２．共同研究・受託研究受入件数
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３．共同研究・受託研究一覧

共同研究
民　間　機　関　等 研　究　題　目 大学側研究者

企業 工学系の研究
（遠　赤）
（遠　赤）
（遠　赤）

出原　敏孝
小川　　勇
斉藤　輝雄

KBセーレン（株） モルフォロジーおよび粒子分散観察技術の確立と3
次元構造解析への応用 （工　学） 入江　　聡

大同メタル工業（株） トライボ材料の低摩耗・低μ発現のメカニズムに関
する研究

（工　学）
（工　学）

岩井　善郎
本田　知己

（独）日本原子力研究開発機構 原子炉システム内構造体熱疲労予測手法の開発 （原子力）
（原子力）

望月　弘保
福元　謙一

（独）情報通信研究機構 金属ナノ構造における光ナノ超集束技術の研究開発 （教　育）
（工　学）

栗原　一嘉
勝山　俊夫

（株）クラレ　 複合繊維に対する化学的機能付与の有効性の検討 （産学官）
（工　学）

堀　　照夫
廣垣　和正

（株）ダイセル ジビニルエーテル化合物類を用いた材料設計 （工　学） 杉原　伸治

日産化学工業（株） 静電紡糸における繊維形成に及ぼすハイパーブラン
チポリマー添加効果

（工　学）
（工　学）
（工　学）

小形　信男
島田　直樹
山口　新司

（公財）若狭湾エネルギー研究センター 透過型電子顕微鏡（TEM）による生物及び繊維内
部構造の観察技術の確立 （工　学） 入江　　聡

企業 工学系の研究
（工　学）
（工　学）
（工　学）

荻原　　隆
明神　賢一
小寺　喬之

タイヨー電子（株） 新しい植物栽培装置の試作研究支援 （工　学） 岡井　善四郎

（独）日本原子力研究開発機構 軽水炉のシビアアクシデント防止のためのアクシデ
ントマネージメント評価手法に関する研究

（原子力）
（原子力）

安濃田　良成
渡辺　　正

安積濾紙（株） 工学系の研究 （工　学）
（産学官）

本田　知己
加茂　英男

清川メッキ工業（株） ナノ表面改質技術開発 （産学官）
（工　学）

米沢　　晋
金　　在虎

企業 工学系の研究 （産学官）
（工　学）

堀　　照夫
宮﨑　孝司

国立大学法人愛媛大学 L-ヒドロキシプロリンの酵素学的定量法の開発 （工　学） 里村　武範

若狭町 若狭瓜割エコビレッジ構想基礎資料作成 （工　学） 野嶋　慎二

（株）パルメソ MSE法による薄膜の表面特性評価法の実用化研究
（継続） （工　学） 岩井　善郎

企業 工学系の研究 （工　学）
（工　学）

田上　秀一
植松　英之
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民　間　機　関　等 研　究　題　目 大学側研究者

小島プレス工業（株） ノイズキャンセラによるAMラジオ受信品質改善
に関する研究 （工　学） 藤元　美俊

企業 オイル劣化指標作成に関する研究 （工　学） 本田　知己

（独）日本原子力研究開発機構 粒子線の標的破砕反応に関する研究
（原子力）
（原子力）
（原子力）

安田　仲宏
泉　　佳伸
松尾　陽一郎

（独）日本原子力研究開発機構 長期健全性評価のための機構論的経年劣化研究 （原子力）
（原子力）

福元　謙一
榊原　安英

（独）日本原子力研究開発機構 過酷事故時の再臨界リスクに関する研究 （原子力） W.F.G.van Rooijen

企業 工学系の研究 （工　学）
（工　学）

田上　秀一
植松　英之

宗教法人発心寺 発心寺の建造物調査研究 （工　学） 高嶋　　猛

丸善石油化学（株） ビニルエーテルのブロック共重合およびラジカル重合 （工　学） 杉原　伸治

日華化学（株） 顕微レーザーラマン分光装置における微量液体試料
の測定

（産学官）
（産学官）

米沢　　晋
阿良田　吉昭

三菱重工業（株） 高出力テラヘルツ波発生装置製品化に関するFS

（遠　赤）
（遠　赤）
（遠　赤）
（遠　赤）

谷　　正彦
Gudrun Niehues
Stefan Funkner
岩前　　敦

勝山市 勝山市内幼小中学校における質の高いESDプログ
ラムの開発と実践 （教　育） 前園　泰徳

企業 工学系の研究 （工　学）
（工　学）

古石　貴裕
高橋　浩司

日産化学工業（株） 静電紡糸における繊維形成に及ぼすハイパーブラン
チポリマー添加効果

（工　学）
（工　学）
（工　学）
（工　学）

中根　幸治
小形　信男
島田　直樹
山口　新司

企業 工学系の研究 （産学官） 堀　　照夫

日産化学工業（株） 工学系の研究
（工　学）
（工　学）
（工　学）

荻原　　隆
明神　賢一
小寺　喬之

企業 工学系の研究 （産学官） 香川　喜一郎

（株）アイジュビタ 画像計測ソフトウェアの高精度化に関する研究 （工　学） 吉田　俊之

企業 工学系の研究 （工　学） 服部　修次

（株）原子力安全システム研究所 理科教育の実践および今後の理科教育のあり方に関
する調査 （工　学） 葛生　　伸

（株）淡海環境デザイン セシウム化合物のテラヘルツ分光技術の開発に関す
る研究

（遠　赤）
（遠　赤）
（遠　赤）
（遠　赤）

谷　　正彦
山本　晃司
Gudrun Niehues
岩前　　敦

企業 工学系の研究 （工　学） 鞍谷　文保

企業 GC－MSによる香気成分の分析 （教　育） 淺原　雅浩
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民　間　機　関　等 研　究　題　目 大学側研究者

（独）日本原子力研究開発機構
国立大学法人大阪大学

イオンビーム照射によるDNA損傷のLET依存性と
損傷部位の特徴解析 （原子力） 松尾　陽一郎

企業 工学系の研究 （工　学） 橋本　　保

福井県
（株）クラレ

ベクトラン・カーボン繊維補強プラスチック（エポ
キシ樹脂）の接着性向上 （工　学） 中根　幸治

関西電力（株） 低炭素の街づくりに対応したエネルギーシステムに
関する研究

（工　学）
（工　学）

松木　純也
田岡　久雄

（公財）若狭湾エネルギー研究センター 粒子線の線質測定技術開発 （原子力） 安田　仲宏

（株）田中化学研究所 セラミックス微粒子表面修飾技術の開発 （産学官）
（工　学）

米沢　　晋
金　　在虎

企業 工学系の研究 （工　学） 玉井　良則

企業 工学系の研究 （工　学） 内村　智博

アイシン精機（株） LED照明による睡眠環境の研究 （工　学） 明石　行生

富山県 既存住宅に対応した制振パネルの開発 （工　学） 石川　浩一郎

企業 工学系の研究 （工　学） 永井　二郎

京三電機（株） 超音波プラスチック溶着のメカニズム解明と樹脂部
品形状設計に関する研究

（工　学）
（産学官）

鞍谷　文保
加茂　英男

企業 工学系の研究 （工　学）
（工　学）

藤元　美俊
伊藤　真也

企業 工学系の研究 （産学官） 堀　　照夫

北陸電力（株） 分散型電源モデルの違いが系統安定度計算結果に与
える影響に関する研究 （工　学） 田岡　久雄

ナブテスコ（株） 潤滑剤劣化に関する色診断技術の応用研究 （工　学） 本田　知己

東ソー・エスジーエム（株） シリカガラスの構造解析 （工　学） 葛生　　伸

企業 工学系の研究 （原子力） 山野　直樹

（株）帝国コンサルタント 地方都市における道路・街路空間の整備・評価手法
に関する研究（継続） （工　学） 川上　洋司

高浜町役場 高浜町和田地区民宿遺産調査 （工　学） 野嶋　慎二

大野市 田村又佐衛門家屋敷　建物記録保存調査 （工　学） 高嶋　　猛

イマジニアリング（株）
マイクロ波プラズマ燃焼システムの開発　反応解析
によるプラズマ効果検証・・・反応解析にもとづく
効果的な発振方法の提案、実験検証、方策検討

（工　学） 酒井　康行

（株）栗本鐵工所 二次電池の評価・解析技術の研究開発 （産学官）
（産学官）

米沢　　晋
井上　利弘

トヨタ自動車（株） エンジンしゅう動部のなじみ過程における摩擦摩耗
特性の解析

（工　学）
（工　学）

岩井　善郎
本田　知己

（株）江沼チヱン製作所
国立大学法人金沢大学 3次元免震装置の実証実験 （工　学） 新谷　真功
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民　間　機　関　等 研　究　題　目 大学側研究者

企業 工学系の研究 （工　学）
（産学官）

廣垣　和正
堀　　照夫

日本電信電話（株）
三菱電機（株） 改竄検知暗号の共同研究 （工　学） 廣瀬　勝一

（株）カネカ 高性能リチウムイオン電池及び材料の研究開発 （産学官） 米沢　　晋

関西電力（株） 高効率タンデム太陽電池に関する研究 （工　学） 山本　暠勇

日本毛織（株） 工学系の研究
（工　学）
（工　学）
（工　学）

田上　秀一
植松　英之
家元　良幸

日華化学（株）
福井県工業技術センター 籾殻を原料とする有機珪素化合物に関する検討 （工　学） 久田　研次

企業 工学系の研究 （工　学） 小寺　喬之

（株）ジャロック スウェージング加工の研究 （工　学） 大津　雅亮

（独）日本原子力研究開発機構 多様な炉型を用いたTRU核変換シナリオの比較研
究

（原子力）
（原子力）
（原子力）

岩村　公道
島津　洋一郎
Willem F.G. van Rooijen

福井市 低未利用地活用研究 （工　学） 原田　陽子

（有）スターフーズ 食肉（獣肉を含む）へしこの研究 （工　学） 末　信一朗

企業 工学系の研究 （工　学） 堀　　俊和

（独）日本原子力研究開発機構
立命館大学 F82H材の高温強度特性評価に関する研究

（原子力）
（工　学）
（工　学）
（工　学）
（工　学）
（工　学）

福元　謙一
周　　俊涛
森下　高弘
大菅　一毅
谷垣　孝則
藤村　凌太

（株）淡海環境デザイン パルス炭酸ガスレーザープラズマ分光法による微量
セシウム元素の検出技術に関する研究

（教　育）
（遠　赤）
（遠　赤）
（遠　赤）

栗原　一嘉
谷　　正彦
山本　晃司
岩前　　敦

企業 工学系の研究 （工　学） 寺田　　聡

福井工業大学 マイクロ波共鳴法に基づくDNAの評価に関する研究 （原子力）
（原子力）

泉　　佳伸
松尾　陽一郎

企業 工学系の研究 （工　学） 堀　　俊和

（公財）若狭湾エネルギー研究センター
セーレン（株）

高分子・化学系アクチュエータのパターン化複合電
極材の創製と応用 （工　学） 庄司　英一

（公財）若狭湾エネルギー研究センター
日野電子（株）

新規な光合成・光形態形成機構モデル搭載の植物工
場用光制御システムの開発 （工　学） 明石　行生

（公財）若狭湾エネルギー研究センター イオンビーム照射による白色腐朽菌の高性能化と、
そのセルロース系バイオマス前処理への応用 （工　学） 櫻井　明彦

福井市 地域拠点形成に向けた施策の具体化の検討に関する研究 （工　学） 野嶋　慎二

中央測量設計（株） 少子・高齢時代の地域コミュニティ形成に資する道
路空間整備 （工　学） 川本　義海
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民　間　機　関　等 研　究　題　目 大学側研究者

東洋染工（株）
（有）シーオーツーテクノ 光触媒反応を利用した機能性繊維の調製に関する研究

（工　学）
（工　学）
（工　学）

久田　研次
廣垣　和正
許　　章煉

（公財）若狭湾エネルギー研究センター 軽水炉構造材料の照射誘起応力腐食割れに及ぼす照
射因子パラメータ相関の研究 （原子力） 福元　謙一

日華化学（株）
福井県工業技術センター

サイジング剤の最適化によるCFRP強度の向上とコ
ントロール

（工　学）
（工　学）

田上　秀一
植松　英之

（株）IHIエアロスペース 耐熱セラミックス材料の液滴衝撃に対するエロー
ジョン特性に関する研究 （工　学） 服部　修次

（公財）若狭湾エネルギー研究センター 高度レーザー技術研究開発事業（小型レーザー除染
装置の開発） （工　学） 浪花　智英

日本毛織（株） レーザ溶融エレクトロスピニング法による不織布の
研究開発 （工　学） 島田　直樹

若狭町 若狭瓜割エコビレッジ構想に基づく基本計画の作成 （工　学） 野嶋　慎二

（株）富士通研究所 工学系の研究 （工　学）
（工　学）

塩島　謙次
山本　晋吾

企業 工学系の研究 （工　学） 永井　二郎

企業 工学系の研究 （産学官） 堀　　照夫

（独）日本原子力研究開発機構 原子炉施設の廃止措置作業の最適化に係る研究 （原子力）
（原子力）

柳原　　敏
福元　謙一

（独）日本原子力研究開発機構 プラズマアーク切断工法による遠隔制御技術の開発
（工　学）
（工　学）
（工　学）

川井　昌之
浪花　智英
谷合　由章

企業 工学系の研究 （工　学） 寺田　　聡

企業 工学系の研究 （産学官）
（工　学）

堀　　照夫
田畑　　功

学校法人金沢工業大学 難染色性繊維の染色 （工　学）
（産学官）

廣垣　和正
堀　　照夫

企業 工学系の研究 （工　学） 永井　二郎

（株）大阪合金工業所 シンバルに適した素材開発のための振動・音響解析
技術に関する研究 （工　学） 鞍谷　文保

（独）日本原子力研究開発機構
学校法人東海大学
国立大学法人富山大学
大学共同利用機関法人自然科学研
究機構　核融合科学研究所

原型炉のメンテナンス時に発生する廃棄物の安全な
処理・管理シナリオに関する研究

（原子力）
（原子力）

福元　謙一
柳原　　敏

団体 工学系の研究 （工　学） 庄司　英一

アイテック（株） 燃料電池用金属セパレータ用高耐食性皮膜材料の研
究開発及び評価

（産学官）
（工　学）
（産学官）

米沢　　晋
金　　在虎
長谷川　安男

サンスター（株） レーザ溶融エレクトロスピニング法による不織布の
研究開発 （工　学） 島田　直樹
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民　間　機　関　等 研　究　題　目 大学側研究者

（公財）若狭湾エネルギー研究センター 植物の光応答メカニズムの解明と人工光高度利用技
術の開発 （工　学） 明石　行生

敦賀商工会議所 身近なビル等の建築物における熱エネルギーの活用
技術に関する調査 （工　学） 吉田　伸治

企業 工学系の研究 （工　学）
（工　学）

寺崎　寛章
福原　輝幸

企業 工学系の研究 （産学官） 堀　　照夫

（株）松浦機械製作所 アモルファスSi薄膜の選択的除去加工技術の開発 （工　学） 勝山　俊夫

企業 工学系の研究 （工　学）
（工　学）

荻原　　隆
小寺　喬之

小島プレス工業（株） 車載用地上波デジタルテレビアンテナ/LTEアンテ
ナの共用化、小型化に向けた研究 （工　学） 堀　　俊和

大阪ガス（株） 住民による地域運営のあり方に関する研究　その3 （教　育） 田中　志敬

（株）淡海環境デザイン 土壌吸着セシウムのミリ波焼結による剥離の研究

（遠　赤）
（遠　赤）
（教　育）
（遠　赤）

光藤　誠太郎
谷　　正彦
栗原　一嘉
岩前　　敦

企業 工学系の研究 （テニュア）
（工　学）

坂元　博昭
末　信一朗

企業 工学系の研究 （工　学）
（工　学）

福原　輝幸
寺崎　寛章

ジャパンポリマーク（株） 繊維材料に関する表面分析技術の開発 （産学官）
（産学官）

米沢　　晋
白崎　由美

東洋紡（株）総合研究所 FO（正浸透）淡水化システムに用いるドローソ
リューション開発 （工　学） 杉原　伸治

（公財）ふくい産業支援センター 分散型ロードレベリング実現・実証に向けた福井地
域基盤産業技術統合化クラスター

（産学官）
（工　学）
（工　学）
（工　学）
（工　学）
（産学官）
（産学官）
（産学官）
（産学官）
（工　学）
（産学官）

米沢　　晋
金　　在虎
岩井　善郎
田岡　久雄
川井　昌之
井上　利弘
長谷川　安男
岡田　敬志
高島　正之
山本　暠勇
竹本　拓治

（公財）ふくい産業支援センター GaN系半導体のパワーデバイス応用に関する研究
開発

（工　学）
（工　学）
（工　学）
（工　学）

葛原　正明
徳田　博邦
福井　一俊
児玉　和樹

企業 工学系の研究 （工　学） 田中　　太

（株）近藤巧社 PET用放射性薬剤の製造に伴う遠隔自動合成シス
テムの開発

（高エネ）
（高エネ）

森　　哲也
清野　　泰

企業 医学系の研究 （医　学） 高村　佳弘
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民　間　機　関　等 研　究　題　目 大学側研究者

（独）理化学研究所
非侵襲的脳機能イメージングによる注意欠陥多動性
障害や愛着障害等の発達障害患者における報酬系・
前頭葉機能系の脳機能・形態解析研究

（子ども）
（子ども）

友田　明美
八ツ賀　千穂

企業 医学系の研究 （高エネ）
（高エネ）

清野　　泰
森　　哲也

（独）理化学研究所 小型サイクロトロンを用いたCu-64製造方法の確立
および分子イメージングへの応用

（高エネ）
（高エネ）

清野　　泰
森　　哲也

パナソニック（株） パナソニック医工学共同研究部門 （高エネ）
（高エネ）

岡沢　秀彦
伊藤　春海

（独）産業技術総合研究所 新規癌免疫補助療法の開発 （医　学） 中本　安成

一般財団法人電力中央研究所 低線量放射線による組織障害に対する生体防護機構
の解明 （医　学） 松本　英樹

（公財）若狭湾エネルギー研究センター 粒子線に対する生体内の作用機序の解明 （医　学） 松本　英樹

（独）日本原子力研究開発機構 放射線適応応答誘導時の発現遺伝子の網羅的解析 （医　学） 松本　英樹

サンコロナ小田（株） 患者の体温を保持できる患者用の手術着／検査着の
開発

（医　学）
（病　院）

北井　隆平
佐藤　一史

企業 医学系の研究
（子ども）
（医　学）
（医　学）

村松　郁延
横山　　修
山口　明夫

企業 医学系の研究
（医　学）
（医　学）
（医　学）

横山　　修
秋野　裕信
横川　竜生

信州大学 ヒト変異型ß2-microglobulin （D76N）トランスジェニッ
クマウスを用いたアミロイドーシス発症機構の解析 （医　学） 内木　宏延

（株）ケアコム 次世代に向けたナースコールの活用に関する研究 （病　院）
（病　院）

山下　芳範
大北　美恵子

千寿製薬（株） ブリモニジン点眼投与による網膜神経保護治療のた
めのヒト硝子体内薬物移行に関する探索的研究

（医　学）
（医　学）
（医　学）

稲谷　　大
高村　佳弘
友松　　威

信州大学
（独）理化学研究所 テラヘルツ波による生体物質診断技術の開発 （医　学） 三好　憲雄

帝人ファーマ（株） フェブキソスタットの腫瘍融解症候群の領域におけ
る用途開発及び実用化に関する研究

（病　院）
（医　学）
（病　院）

山内　高弘
上田　孝典
高井　美穂子

（独）日本原子力研究開発機構
ヨシダ工業（株） レーザーによる無遮断血管バイパス技術の研究開発 （医　学） 菊田　健一郎

（公財）若狭湾エネルギー研究センター 放射線治療抵抗性腫瘍に対するPETを用いた陽子
線治療効果判定に関する基礎的検討

（高エネ）
（高エネ）
（高エネ）
（医　学）

清野　　泰
岡沢　秀彦
森　　哲也
林　　　超

（公財）若狭湾エネルギー研究センター 粒子線に対する電気陰性度の高い元素の増感作用の
メカニズムの解明 （医　学） 三好　憲雄

金沢大学がん進展制御研究所 抗がん剤において産生誘導されるケモカインの同定
と病態生理学的役割の解析

（医　学）
（医　学）

中本　安成
内藤　達志
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民　間　機　関　等 研　究　題　目 大学側研究者

企業 舌下免疫療法により変動する蛋白質の生体機能に関
する基礎的研究 （医　学） 藤枝　重治

（株）ホソダSHC 天然化合物を利用した放射線障害予防作用のある食
品の開発 （医　学） 松本　英樹　

オパーツ（株） 新型焼却滅菌装置の開発
（病　院）
（病　院）
（病　院）

岩崎　博道
池ヶ谷　諭史
田居　克則

（公財）若狭湾エネルギー研究センター 革新的陽子線がん治療のための腫瘍分子イメージン
グ技術開発 （高エネ） 岡沢　秀彦

企業 医学系の研究
（医　学）
（医　学）
（病　院）

宮本　　薫
水谷　哲也
折坂　　誠

企業 医学系の研究 （子ども） 小坂　浩隆

大鵬薬品工業（株） 非小細胞肺癌患者における抗癌剤効果予測因子の
mRNA発現分布調査

（医　学）
（病　院）

佐々木　正人
左近　佳代

（株）フィリップスエレクトロニ
クスジャパン 医学系の研究 （高エネ） 伊藤　春海

（株）フィリップスエレクトロニ
クスジャパン 医学系の研究

（医　学）
（病　院）
（病　院）

木村　浩彦
安達　登志樹
藤本　真一

（公財）若狭湾エネルギー研究センター

陽子線による細胞へのダメージ評価による照射線量
の適正化研究
―陽子線照射対象臓器、周辺臓器における単回/分
割照射の耐容線量の測定に向けた予備的検討―

（医　学） 松本　英樹

医療法人社団　滉志会
（株）メディネット

肝細胞がんに対する経肝動脈腫瘍塞栓療法を併用し
た樹状細胞局注療法

（医　学）
（医　学）
（医　学）
（病　院）
（医　学）
（病　院）

中本　安成
根本　朋幸
須藤　弘之
平松　活志
大谷　昌弘
松田　秀岳

（独）国立高等専門学校機構福井
工業高等専門学校 ナノカーボンを用いた脳波電極の開発 （医　学） 北井　隆平
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受託研究－文京－
委　託　者 研　究　題　目 受　入　れ　教　員

（独）科学技術振興機構 シリコン基板上モノリシック窒化物半導体タンデム
太陽電池の研究開発

（工　学）
（工　学）

葛原　正明
山本　暠勇

中部電力（株） 他産業におけるトラブル情報調査研究その2 （工　学） 飯井　俊行

（独）情報通信研究機構 「革新的な三次元映像技術による超臨場感コミュニ
ケーション技術の研究開発」 （工　学） 東海　彰吾

（独）科学技術振興機構 ナノ分子材料を目指した自己組織化高分子の精密直
接水系重合 （工　学） 杉原　伸治

（独）科学技術振興機構 ジャイロトロンの周波数変調と動的核偏極（DNP）
によるNMR分光の感度向上 （遠　赤） 出原　敏孝

（独）科学技術振興機構 高速作動が可能で安価な非破壊検査用テラヘルツ波
ラインセンサーの開発 （遠　赤） 谷　　正彦

（独）科学技術振興機構 固体高分子形燃料電池用ステンレス鋼製セパレータ
のための高耐腐食性InGaN皮膜技術の開発 （産学官） 杉田　憲一

（独）科学技術振興機構 5V級リチウムイオン電池を実現する表面フッ素化
正極材料の創出 （産学官） 米沢　　晋

（独）科学技術振興機構 スマートエネルギーデバイス用高安全リチウムイオ
ン電池正極活物質の開発 （産学官） 井上　利弘

（独）科学技術振興機構 大型リチウムイオン電池セパレータ用高耐熱ナノ
ファイバーマットの開発 （工　学） 小形　信男

（独）科学技術振興機構 救急車内輸送ベッド用免振装置の開発 （工　学） 新谷　真功

（独）科学技術振興機構 ハイブリッド並列処理による時系列シミュレーショ
ンの高速化 （工　学） 森　眞一郎

（独）科学技術振興機構 機能性流体と振動モータを複合した衝撃に強いアク
チュエータの開発 （工　学） 高橋　泰岳

（独）科学技術振興機構 斜面土砂災害の危険度診断ツールの開発 （工　学） 小林　泰三

（独）科学技術振興機構 空気膜式屋根雪処理装置の実証開発と性能評価 （工　学） 福原　輝幸

（独）科学技術振興機構 酵母からエピジェネティクス研究の知識の高度化 （工　学） 沖　　昌也

国立大学法人大阪大学 超高感度テラヘルツ波NMR装置の活用・普及促進 （遠　赤） 出原　敏孝

中部電力（株） トリウム溶融塩炉の苛酷事故ソースターム評価手法
の構築を目指す基礎的研究 （原子力） 山脇　道夫

中部電力（株） 空気冷却器を利用した崩壊熱除去システムに関する研究 （原子力） 望月　弘保

企業 工学系の研究 （工　学） 堀　　俊和

企業 光脱炭酸反応によるグラフト重合の研究 （工　学） 久田　研次

三菱重工業（株） 軽水炉炉心解析を対象とした感度解析手法に関する研究 （原子力） 竹田　敏一

（公財）ふくい産業支援センター CNT複合めっきによる次世代ソーワイヤの実用化 （工　学）
（工　学）

岩井　善郎
木幡　　護

（公財）ふくい産業支援センター 太陽光発電可能な次世代膜構造建築物を実現する発
電テキスタイルの開発

（産学官）
（工　学）
（工　学）

堀　　照夫
宮﨑　孝司
廣垣　和正
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委　託　者 研　究　題　目 受　入　れ　教　員

国立大学法人大阪大学 透過型電子顕微鏡観察 （原子力） 宇埜　正美

消防庁 傷病者の体調に優しい救急車用ベッドの振動低減に
関する研究開発 （工　学） 新谷　真功

（株）三菱総合研究所
平成25年度高経年化技術評価高度化事業（経年プ
ラントの総合的な安全評価体系の整備）福井大学再
委託研究

（工　学） 桑水流　理

三菱自動車工業（株） ガソリンエンジンのノッキング予測のための化学素
反応モデルの開発

（工　学）
（工　学）

安東　弘光
酒井　康行

（独）科学技術振興機構 電気化学的バイオセンサによる乳酸光学異純度の検
出システムの開発 （工　学） 里村　武範

（独）科学技術振興機構 超小型レーザ・ディスプレイ用3原色レーザ集積化
光合波器の開発 （工　学） 勝山　俊夫

（独）科学技術振興機構 マルチホップ型すれ違い通信で広範囲へのデータ伝
送を実現するユーザ位置制御技術の開発 （工　学） 橘　　拓至

（独）科学技術振興機構 ナノファイバー材料による幹細胞の3次元高密度培
養基材の合理的設計 （工　学） 藤田　　聡

総務省北陸総合通信局
ソフトウェア制御と近距離無線通信を利用して地域
の賑わいと安全を創出する多目的情報通信システム
の研究開発

（工　学） 橘　　拓至

企業 工学系の研究 （工　学）
（工　学）

荻原　　隆
小寺　喬之

大原パラジウム化学（株） 次世代スポーツウェアーに向けた超臨界加工用高機
能剤の開発 （産学官） 堀　　照夫

（株）ミツヤ 有用金属を選択的に回収できる高性能金属回収シー
トの製造プロセスの開発 （産学官） 堀　　照夫

文部科学省 「もんじゅ」データを活用したマイナーアクチニド
核変換の研究 （原子力） 竹田　敏一

文部科学省 ナトリウム冷却高速炉における格納容器破損防止対
策の有効性評価技術の開発 （原子力） 宇埜　正美

（一財）日本立地センター 劣化ウランによる水素吸蔵システムおよび低炭素型
システム構築に向けた研究－2 （原子力） 山脇　道夫

三菱電機（株） 同期化力インバータに関する技術調査 （工　学） 田岡　久雄

企業 工学系の研究 （工　学） 宮﨑　孝司

団体 工学系の研究 （工　学） 寺田　　聡

（株）海道工業 成形硬化した炭素繊維複合材料の物性評価 （工　学）
（工　学）

田上　秀一
植松　英之

（独）日本原子力研究開発機構 「ふげん」の準安定オーステナイト系ステンレス鋳
鋼のイメージベースFEM応力解析に関する研究 （工　学） 桑水流　理

（独）科学技術振興機構 超小型レーザ・ディスプレーのためのハイブリッド
集積化三原色合波光源の開発 （工　学） 勝山　俊夫

福井県 パワーアシストスーツとの一体的な使用を想定した
機器の研究開発 （工　学） 川井　昌之
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受託研究－松岡－
委　託　者 研　究　題　目 受　入　れ　教　員

（財）先端医療振興財団 StageⅡ大腸癌に対する術後補助化学療法に関する
研究（第Ⅲ相臨床試験）

（病　院）
（病　院）

山口　明夫
五井　孝憲

（財）先端医療振興財団
StageⅡ大腸癌における分子生物・病理学的マー
カーによる再発 high-risk 群とフッ化ピリミジン感
受性群の選択に関する研究

（病　院）
（病　院）

山口　明夫
五井　孝憲

ヒュービットジェノミクス（株） インスリン抵抗性・食後高血糖改善による心筋梗塞
再発予防に関する大規模薬剤介入試験 （病　院） 宇隨　弘泰

特定非営利活動法人 日本がん臨床
試験推進機構

初回TS-1療法に治療抵抗性を示した進行・再発胃
癌に対する二次化学療法　－CPT-11単独療法　VS 
TS-1+CPT-11 併用化学療法の無作為化比較第Ⅱ/
Ⅲ相臨床試験－

（病　院） 廣野　靖夫

（財）先端医療振興財団

StageⅢ結腸癌治癒切除例に対する術後補助化学療
法としてのUFT/Leucovorin療法とTS-1療法の第
Ⅲ相比較臨床試験および遺伝子発現に基づく効果予
測因子の探索的研究

（病　院） 山口　明夫

（財）先端医療振興財団
治癒切除結腸癌（StageⅢ）を対象としたフッ化ピ
リミジン系薬剤を用いた術後補助化学療法の個別化
治療に関するコホート研究

（病　院）
（病　院）

山口　明夫
五井　孝憲

（財）先端医療振興財団
大腸癌肝転移（H2,H3）に対するmFOLFOX6+BV
（bevacizumab）療法後の肝切除の有効性と安全性
の検討（TRICC0808）

（病　院） 山口　明夫

（財）生産開発科学研究所

実地臨床におけるエベロリムス溶出性ステン
ト（XIENCE VIM）とシロリムス溶出性ステン
ト（CYPHER SELECTIM+ステント）の有効性お
よび安全性についての多施設前向き無作為化オー
プンラベル比較試験【Randomized Evaluation of 
Sirolimus-eluting versus
Everolimus-eluting stent Trial:RESET

（病　院） 宇隨　弘泰

（財）生産開発科学研究所

実地臨床におけるバイオリムス溶出性ステント
（BES）とエベロリムス溶出性ステント（EES）の
有効性及び安全性についての多施設前向き無作為
化オープンラベル比較試験【NOBORI Biolimus-
Eluting versus XIENCE/PROMUS Everolimus-
eluting Stent Trial:NEXT】

（病　院） 宇隨　弘泰

（財）先端医療振興財団
切除不能進行・再発大腸癌に対する一次治療として
のFOLFOXまたはFOLFIRI＋panitumumab併用療
法の有効性・安全性に関する検討　―第Ⅱ相試験―

（病　院）
（病　院）

山口　明夫
五井　孝憲

特定非営利活動法人 インターベン
ションのエビデンスを創る会

植込み型除細動器（ICD）による持続的STモニタ
リングの有効性に関する検討 （病　院） 夛田　　浩

メビックス（株） 病型分類別 痛風・高尿酸血症患者におけるフェブ
キソスタットの血清尿酸降下作用の検討 （病　院） 山内　高弘

バイオトロニックジャパン（株）
ペースメーカ植込み患者フォローアップにおける遠
隔モニタリングと定期通院の有効性と安全性の比較
（atHome研究）

（病　院）
（病　院）
（病　院）
（病　院）
（病　院）

夛田　　浩
宇随　弘康
荒川　健一郎
天谷　直貴
石田　健太郎
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委　託　者 研　究　題　目 受　入　れ　教　員

（独）科学技術振興機構
同位体標識試薬を用いたアミンおよびアミノ酸高感
度分析のためのサンプル前処理法をセットとした測
定キットの開発

（医　学） 成田　和巳

（独）科学技術振興機構 タウ蛋白オリゴマーを介したアルツハイマー病の分
子機序の解明 （医　学） 濱野　忠則

第一三共（株） 第10回抗菌薬感受性年次別推移の検討

（病　院）
（病　院）
（病　院）
（病　院）
（病　院）

木村　秀樹
山下　政宣
飛田　征男
嶋田　章弘
久田　恭子

メビックス（株） 痛風患者における尿酸降下療法に伴う痛風関節炎に
対する管理法の検討 （病　院） 山内　高弘

（財）がん集学的治療研究財団

本体研究
「StageⅢ結腸癌治癒切除例に対する術後補助化学療
法としてのmFOLFOX6療法またはXELOX療法に
おける5-FU系抗がん剤およびオキサリプラチンの至
適投与期間に関するランダム化第Ⅲ相比較臨床試験」
付随研究
「StageⅢ結腸癌治癒切除例に対する術後補助化学
療法としてのmFOLFOX6療法またはXELOX療法
における5-FU系抗がん剤およびオキサリプラチン
の至適投与期間に関するランダム化第Ⅲ相比較臨床
試験　付随研究」

（病　院）
（病　院）

山口　明夫
五井　孝憲

京セラメディカル（株） カスタムメイド頭蓋プレート　ポリエチレン人工骨　
商品名「SKULPIO」の臨床有効性評価

（医　学）
（医　学）

菊田　健一郎
北井　隆平

文部科学省 難治性がん治療に向けた機能画像法の開発 （高エネ） 岡沢　秀彦

（独）科学技術振興機構イノベー
ション推進本部

腸管上皮細胞の粘膜免疫防御における腸管上皮特異
的 ホメオボックス蛋白質CDX2によるオートファ
ジー制御機構とその役割の解析

（医　学） 青木　耕史

（独）科学技術振興機構イノベー
ション推進本部 成人肺結核に対する新規ブースターワクチンの開発 （医　学） 伊保　澄子

企業 医学系の研究
（医　学）
（医　学）
（医　学）

横山　　修
秋野　裕信
松田　陽介

（独）日本学術振興会 法医学・DNA多型医学分野にかかる学術研究動向
に関する調査研究 （医　学） 安田　年博

塩野義（株）
イーピーエス（株）
メビックス（株）

糖尿病網膜症合併高コレステロール血症患者を対象
としたスタチンによるLDL-C低下療法（通常治療/
強化治療）の比較研究（EMPATHY研究）

（病　院）
（病　院）
（病　院）
（病　院）
（病　院）
（病　院）
（病　院）
（病　院）

此下　忠志
鈴木　仁弥
銭丸　康夫
藤井　美紀
今川　美智子
佐藤　さつき
市川　麻衣
山田　実夏

（独）科学技術振興機構 イスラエル「ライフサイエンス」 （医　学） 坂野　　仁
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企業 医学系の研究

（病　院）
（病　院）
（病　院）
（病　院）
（病　院）

木村　秀樹
山下　政宣
飛田　征夫
嶋田　章弘
久田　恭子

日本メドトロニック（株） デバイス総合診断機能による心不全リスク層別化試
験SCAN-HF試験

（病　院）
（病　院）
（病　院）
（病　院）
（病　院）
（病　院）

夛田　　浩
宇随　弘康
荒川　健一郎
天谷　直貴
絈野　健一
石田　健太郎

杏林製薬（株） イミダフェナシンの膀胱自律収縮に対する影響 （医　学） 横山　　修

総務省情報通信国際戦略局 入力型BMI電気刺激を用いた運動と感覚の再生法
の研究開発

（病　院）
（病　院）
（病　院）

神澤　朋子
久保田　雅史
五十嵐　千秋

総務省情報通信国際戦略局 医療サービスの継続性を担保する電子カルテ秘密分
散バックアップ技術の研究開発 （病　院） 山下　芳範

浜松医科大学
自閉症の病態研究と新たな診療技法（診断・予防・
治療）の開発（自閉症スペクトラム障害（ASD）
の発症基盤の解明と診断・治療への展開）

（医　学）
（高エネ）
（子ども）

佐藤　　真
岡沢　秀彦
小坂　浩隆

（独）国立成育医療研究センター

【研究課題名】（24-1）成育疾患に対する再生医療に
関する研究
【分担研究課題名】ステロイドホルモン産生細胞を
用いた再生医療への取組

（医　学） 宮本　　薫

大塚製薬（株） ラット糖尿病角膜症におけるレバミピド点眼薬の効果
（医　学）
（医　学）
（医　学）

高村　佳弘
稲谷　　大
友松　　威

（独）科学技術振興機構 南アフリカ「ライフサイエンス」 （医　学） 此下　忠志

（独）科学技術振興機構 粒子線照射治療に対する増感剤の検索と担癌マウス
による増感治療の実証化 （医　学） 三好　憲雄

シーメンスヘルスケア・ダイアグ
ノスティクス（株）

フレックスカートリッジ シスタチンC　Vの基礎
的検討

（病　院）
（病　院）

木村　秀樹
杉本　英弘

総務省北陸総合通信局 在宅医療に向けたクラウド型地域連携医療システム
の研究開発

（医　学）
（医　学）
（病　院）
（医　学）
（医　学）

井隼　彰夫
笠松　眞吾
江守　直美
木村　哲也
宇隨　弘泰

総務省北陸総合通信局 在宅医療と介護の為のアラームアドバイザー支援シ
ステムの研究開発

（医　学）
（医　学）
（医　学）
（病　院）
（病　院）
（病　院）

山村　　修
寺澤　秀一
黒田　有紀子
白藤　法道
榎本　崇一
中村　敏明

メビックス（株） 慢性心不全におけるβ遮断薬による治療法確立のた
めの多施設臨床試験 （病　院） 宇隨　弘泰

バイエル薬品（株）
ガドキセト酸ナトリウム肝造影ダイナミックMRI
～動脈相画像におけるtruncation artifact出現
と検査条件との相関性に関する後ろ向き研究～

（病　院） 豊岡　麻里子
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委　託　者 研　究　題　目 受　入　れ　教　員

（独）科学技術振興機構 血中脂肪酸代謝解析による高精度自閉症早期診断
マーカーの確立

（子ども）
（子ども）

松﨑　秀夫
岩田　圭子

（独）科学技術振興機構 視機能確保に貢献する脳神経外科手術用眼球保護モ
ニターの開発

（医　学）
（病　院）
（病　院）

北井　隆平
根石　拡行
湶　　孝介

イーピーエス（株）

本体研究「KRAS野生型の大腸癌肝限局転移に対す
るmFOLFOX6+ベバシズマブ療法とmFOLFOX6+
セツキシマブ療法のランダム化第Ⅱ相臨床試験」
附随研究「KRAS野生型の大腸癌肝限局転移に対す
るmFOLFOX6＋ベバシズマブ療法とmFOLFOX6
＋セツキシマブ療法のランダム化比較第II相試験に
おける治療感受性予測の探索的研究」

（病　院） 山口　明夫

（独）国立成育医療研究センター

【研究課題名】（25-5）新生児マススクリーニング
（NBS）の標準化、適応疾患の拡大とゲノムコホー
ト研究の推進　【分担研究課題名】NBSの標準化に
関する研究①

（医　学） 重松　陽介

メビックス（株）
非弁膜症性心房細動患者の脳卒中および全身性塞栓
症に対するリバーロキサバンの有効性と安全性に関
する登録観察研究　EXPAND

（病　院）
（病　院）
（病　院）
（病　院）
（病　院）
（病　院）

夛田　　浩
宇隨　弘泰
荒川　健一郎
天谷　直貴
絈野　健一
石田　健太郎

（独）国立循環器病研究センター 25-4-7心房細動の予防ならびに重症化の予測的診療
体系の確立

（医　学）
（病　院）
（病　院）
（病　院）

夛田　　浩
絈野　健一
天谷　直貴
池田　悦子

（財）先端医療振興財団 ハイリスク消化管間質腫瘍（GIST）に対する完全
切除後の治療に関する研究 （病　院） 山口　明夫

（独）科学技術振興機構 原子間力顕微鏡を駆使した膜中イオンチャネル集団
動作機構の革新的理解 （医　学） 角野　　歩

（独）科学技術振興機構 神経スパイク列の再構成から迫る神経活動依存的な
神経回路形成機構の解明 （医　学） 竹内　春樹

エドワードライフサイエンス（株） 血管収縮薬 投与時の動脈圧心拍出量（APCO）測
定値に関する調査 （病　院） 重見　研司

日本ライフライン（株） 心腔内除細動システム「SHOCK　AT」の有用性
に関する検証的研究 （病　院） 夛田　　浩

特定非営利活動法人　臨床血液・
腫瘍研究会

持続する発熱性好中球減少症に対する 従来型の経
験的抗真菌治療とD-indexに基づく早期抗真菌治療
の無作為割付比較試験 （CEDMIC trial）（日本FN
研究会　第6次研究）

（病　院） 池ヶ谷　諭史

日本メジフィジックス（株） SymbiaTにおけるCT減弱補正を用いたNormal 
Data Baseの作成

（病　院）
（病　院）
（病　院）

都司　和伸
木村　浩彦
土田　龍郎

日本メジフィジックス（株） マルチモダリティにおける脳血流定量値についての
検討 （高エネ） 岡沢　秀彦
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Ⅴ　平成25年度 実績一覧





１．特許出願・権利状況

　平成25年度の知的財産部の活動実績は以下の通りである。

産業財産権の出願・登録状況
出願状況

平成23年度 平成24年度 平成25年度 合　計

特許（日本） 40 32 30 102

特許（海外） 4 7 8 19

実用新案 0 0 0 0

意匠 0 0 0 0

商標 0 0 2 2

出願合計 44 39 40 123

単位：件

登録状況

平成23年度 平成24年度 平成25年度 合　計

特許（日本） 28 48 40 116

単位：件

知的財産権による収入
平成23年度 平成24年度 平成25年度 合　計

権利譲渡 1,837 ,500 933 ,150 2 ,993 ,550 5 ,764 ,200

実施許諾 566 ,033 447 ,936 1 ,503 ,012 2 ,516 ,981

不実施補償 3,716 ,596 2 ,807 ,004 2 ,351 ,284 8 ,874 ,884

成果有体物 500 ,000 390 ,000 4 ,194 ,968 5 ,084 ,968

合　計 6,620 ,129 4 ,578 ,090 11 ,042 ,814 22 ,241 ,033

単位：円
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Ⅵ　新聞報道一覧





　ここでは，福井大学産学官連携や研究が掲載された平成25年度の新聞報道の見出しを以下に掲
載する。

日　付 新 聞 社 名 大　見　出　し 小　見　出　し

H25.   4.   2 福 井 新 聞 起業体験ソフト開発 福井大・竹本准教授　講義で活
用へ

H25.   4. 11 日本経済新聞 効率よくLED照射 福井大など　植物工場で新手法　
電力使用抑制

H25.   4. 14 日刊県民福井 ゲームで学ぶ経営 竹本福井大准教授　ソフト試作
品開発

H25.   4. 16 中 日 新 聞 対戦ゲーム形式で経営のコツ習得
へ

仮想店舗運営のソフト試作品　大
学院で活用、新市場開拓も視野

H25.   7.   3 福 井 新 聞 地中熱利用を本格展開
三谷セキサン基礎くい技術で新
工法　福井大・県共同開発　従
来工費の3分の1

H25.   8.   7 福 井 新 聞 知の拠点事業採択　文科省　 教員の9割地域貢献へ　福井大、
6自治体と連携

H25.   8.   7 日刊県民福井 福井大　国事業に採択 地域志向の教育・研究・社会貢
献　県などと連携5項目

H25.   8.   7 中 日 新 聞 福井大「知の拠点」に採択 文科省　人材育成など5分野

H25.   8. 23 テ レ ケ ー
ブ ル 新 聞 情報の共有で価値あるものに 福井大学とJSTが新技術説明会

を開催

H25.   9. 18 読 売 新 聞	
国 際 版 タイで「語学・文化」研修 「海外で活躍する」人材育成　

福井大30人派遣

H25.   9. 30 フジサンケイビジネスアイ
グローバル人材の育成に取り組む　
福井大学産学官連携本部 地域企業の海外展開を支援

H25. 10.   2 福 井 新 聞 148社・団体　最新技術を発信 福井・16日開幕　北陸テクノフェア

H25. 11.   3 福 井 新 聞 眼鏡の技術力　学生学ぶ 福井　連携リーグ、120人受講

H25. 12.   6 福 井 新 聞 新素材使い電力制御装置
EV、家電の省エネ化担う　福井
大など本県2研究　科学機構事
業に採択

H25. 12. 18 福 井 新 聞 学生が企業の魅力探る 福井大　経営者にインタビュー

H25. 12. 18 中 日 新 聞 経営者に質問攻め 福井大工学部生ら

H25. 12. 18 日刊県民福井 福井大生　経営者に迫る 県内8企業団体を取材

H25. 12. 19 毎 日 新 聞 包括的連携協定に調印 鯖江市・福井大・鯖江商議所　
産業や医療分野に期待

H25. 12. 19 中 日 新 聞 産業や医療で連携 鯖江市と商議所、福井大

H25. 12. 19 日刊県民福井 地域発展へ連携協定 鯖江市、鯖江商議所、福井大
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日　付 新 聞 社 名 大　見　出　し 小　見　出　し

H25. 12. 20 中 日 新 聞 目指せタイ進出　福井大でシンポ

H25. 12. 20 日刊県民福井 タイの特徴紹介　企業進出考える 福井大でシンポ

H25. 12. 21 日刊県民福井 グランプリ賞に鯖江の横井さん 福井発！ビジネスプランコンテ
スト

H25. 12. 25 福 井 新 聞 横井さん（鯖江）グランプリ ビジネスプラン審査　眼鏡研磨　
移動販売で

H26.   1.   5 読 売 新 聞 食卓にハイテク漆器を 耐熱、耐久性高め新製品　福井
大などと共同研究　鯖江・漆琳堂

H26.   1. 11 中 日 新 聞 県、3団体に開発委託 原発作業　パワーアシストスーツ

H26.   1. 11 日刊県民福井 福井大、倉茂電工開発へ 原発作業用パワースーツ　アク
ティブリンク社と

H26.   1. 17 日本経済新聞 福井大で産学交流会

H26.   1. 22 中 日 新 聞 県内企業の魅力紹介 福井大生発表　代表インタビュー

H26.   1. 30 読 売 新 聞 次世代グローバルリーダーを グローバルイマジニアを育成　
福井大学

H26.   1. 30 福 井 新 聞 人材育成「産学で」福井大で社長
講演 日本電産テクノモータ　

H26.   1. 31 日刊県民福井 産学官連携の取り組み紹介 福井大でフォーラム

H26.   2.   3 中 日 新 聞 獣害研究で最優秀 福井大のグループ　県大学連携
リーグで

H26.   2. 13 日刊県民福井 地域の課題　研究成果 大学・短大　学生グループが発表

H26.   3.   6 福 井 新 聞 地域で知生かす　活性化事業紹介 福井大　きょうフォーラム

H26.   3.   6 福 井 新 聞 本県繊維　技術キラリ 最新の31研究を披露　福井大セ
ンター80人交流

H26.   3.   7 福 井 新 聞 県内5市、学生130人活動 ―不登校児との交流・支援―「地
（知）の拠点」福井大が事業報告

H26.   3. 11 福 井 新 聞 特許技術活用向け　企業取り組み
紹介 福井大・知財セミナー

H26.   3. 12 福 井 新 聞 産学官連携で人材を育成へ 福井大と協力会懇談
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